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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　選択可能な圧力レベルで呼吸用気体流を発生する圧力発生装置(32)と、
　圧力発生装置に接続される第１の端部と、被験者の気道に接続される第２の端部とを有
する被験者回路(36)と、
　患者回路又は圧力発生装置に接続される監視装置(44)と、
　監視装置及び圧力発生装置に接続されかつ監視装置の出力に基づいて圧力発生装置によ
り出力される呼吸用気体流の圧力を制御する制御装置(50)とを備え、
　監視装置(44)は、１）被験者気道での気体の圧力を表示する変数を測定して、圧力を表
示する圧力信号を出力し、２）被験者気道内の気体の流量を表示する変数を測定して、流
量を表示する流量信号を出力し、又は３）被験者気道での気体の圧力と被験者気道内の気
体の流量との両方を表示する変数を測定して、圧力と流量との両方を表す圧力流量信号を
出力し、
　制御装置は、優先順位化された複数の制御層の組内から、監視装置の出力に基づいて選
択される１つの制御層により操作するようにプログラム制御されて、圧力発生装置の制御
を行い、
　各制御層は、圧力発生装置により出力される呼吸用気体流の圧力を制御する特有の圧力
制御過程を実行することを特徴とする自動タイトレーション圧力支援装置。
【請求項２】
　優先順位化された制御層の組内に設けられる各制御層は、
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　１）圧力信号、２）流量信号又は３）圧力信号と流量信号との両方を受信する検出モジ
ュール(102)と、
　検出モジュールの出力を監視して、制御層が圧力発生装置の制御を行うことを要求すべ
きか否かを決定する監視モジュール(104)と、
　制御を授与された制御層に応答して、圧力発生装置の操作を制御する制御モジュール(1
00)とを備えた請求項１に記載の自動タイトレーション圧力支援装置。
【請求項３】
　優先順位化された制御層の組は、
　(a)　被験者の気道から患者回路が外れたことを表す大量漏洩を圧力発生装置が示すか
否かを決定する流量信号を監視しかつ大量漏洩の検出に応答して圧力発生装置により呼吸
流の圧力を低下させ、圧力発生装置をより低圧力に保持する流量限定制御層と、
　(b)　流量信号、圧力信号又は鼾に対する流量信号及び圧力信号を監視して、鼾の検出
に応答して圧力発生装置に呼吸気体流の圧力を増加させる鼾制御層と、
　(c)　大量漏洩より小さいが圧力支援装置の信頼可能な動作より十分大きい漏洩を圧力
発生装置が示しているか否かを決定する流量信号を監視しかつ予め決められた時間の間の
大量漏洩の検出に応答して呼吸用気体流の圧力を圧力発生装置に低下させる大量漏洩制御
層と、
　(d)　被験者が無呼吸、呼吸低下又は無呼吸と呼吸低下の両方を経験しているか否かを
決定する流量信号、圧力信号又は流量信号と圧力信号との両方を監視して、無呼吸、呼吸
低下又は無呼吸と呼吸低下の両方の検出に応答して、圧力発生装置に呼吸用気体流の圧力
を調節させる無呼吸／呼吸低下制御層と、
　(e)　被験者が不安定な呼吸を経験しているか否かを決定する流量信号を監視して、不
安定な呼吸の検出に応答して、呼吸用気体流の圧力を圧力発生装置に調節させる可変呼吸
制御層と、
　(f)　被験者に供給して呼吸障害を治療する圧力を最適化する圧力の先行探索に応答し
て呼吸用気体流の圧力を制御する自動ＣＰＡＰ制御層とを備えた請求項１に記載の自動タ
イトレーション圧力支援装置。
【請求項４】
　(1)　流量限定制御層は、鼾制御層、大量漏洩制御層、無呼吸／呼吸低下制御層、可変
呼吸制御層及び自動ＣＰＡＰ制御層より高い優先順位を有し、
　(2)　鼾制御層は、大量漏洩制御層、無呼吸／呼吸低下制御層、可変呼吸制御層及び自
動ＣＰＡＰ制御層より高い優先順位を有しかつ流量限定制御層より低い優先順位を有し、
　(3)　大量漏洩制御層は、無呼吸／呼吸低下制御層、可変呼吸制御層及び自動ＣＰＡＰ
制御層より高い優先順位を有し、流量限定制御層及び鼾制御層より低い優先順位を有し、
　(4)　無呼吸／呼吸低下制御層は、可変呼吸制御層及び自動ＣＰＡＰ制御層より高い優
先順位を有しかつ流量限定制御層、鼾制御層及び大量漏洩制御層より低い優先順位を有し
、
　(5)　可変呼吸制御層は、自動ＣＰＡＰ制御層より高い優先順位を有しかつ流量限定制
御層、鼾制御層、大量漏洩制御層及び無呼吸／呼吸低下制御層より低い優先順位を有する
請求項３に記載の自動タイトレーション圧力支援装置。
【請求項５】
　圧力支援装置の操作を制御する手動入力装置(52)を備え、
　優先順位化された複数の制御層の組は、手動入力装置に基づき始動される少なくとも１
つの第１の制御層と、圧力信号に基づき始動される少なくとも１つの第２の制御層とを備
え、少なくとも１つの第１の制御層は、少なくとも１つの第２の制御層より高い優先順位
を有する請求項１に記載の自動タイトレーション圧力支援装置。
【請求項６】
　第１の制御層は、手動入力としての圧力傾斜始動信号の受信に応答して比較的低いレベ
ルから目標レベルまで呼吸用気体流の圧力を圧力発生装置により徐々に増加させる圧力傾
斜制御層である請求項５に記載の自動タイトレーション圧力支援装置。
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【請求項７】
　第２の制御層は、下記の複数の制御層：
　(a)　被験者の気道から被験者回路が外れたことを表示する大量漏洩を圧力発生装置が
示しているか否かを決定する流量信号を監視しかつ大量漏洩の検出に応答して呼吸用気体
流の圧力を圧力発生装置により低下させて、圧力発生装置をより低い圧力に維持する流量
制限制御層、
　(b)　鼾に対する流量信号、圧力信号又は流量信号と圧力信号との両方を監視して、鼾
の検出に応答して、圧力発生装置に呼吸用気体流の圧力を増加させる鼾制御層、
　(c)　大量漏洩より小さいが圧力支援装置の信頼可能な動作より十分大きい漏洩を圧力
発生装置が示しているか否かを決定する流量信号を監視しかつ予め決められた時間の間の
大量漏洩の検出に応答して呼吸用気体流の圧力を圧力発生装置に低下させる大量漏洩制御
層、
　(d)　被験者が無呼吸、呼吸低下又は無呼吸と呼吸低下との両方を経験しているか否か
を決定する流量信号、圧力信号又は流量信号と圧力信号との両方を監視して、無呼吸、呼
吸低下又は呼吸低下及び呼吸低下の検出に応答して、呼吸用気体流の圧力を圧力発生装置
により調節させる無呼吸／呼吸低下制御層、
　(e)　被験者が不安定な呼吸を経験しているか否かを決定する流量信号を監視して、不
安定な呼吸の検出に応答して呼吸用気体流の圧力を圧力発生装置に調節させる可変呼吸制
御層、及び
　(f)　被験者に供給して呼吸障害を治療する圧力を最適化する圧力の活発な探索に応答
して呼吸用気体流の圧力を制御する自動ＣＰＡＰ制御層、
の少なくとも１つを備えた請求項６に記載の自動タイトレーション圧力支援装置。
【発明の詳細な説明】
【優先権の主張】
【０００１】
　本願は、２００１年１０月１２日に特許出願された米国仮特許出願第６０／３２９,２
５０号及び２００１年１１月２０日に特許出願された米国仮特許出願第６０／３３１,８
３８号に基づく米国特許法第１１９条(e)項の規定による優先権を主張するものであり、
前記仮特許出願の内容は、参照により本願に包含されるものとする。
【技術分野】
【０００２】
　本発明は、圧力支援装置、特に被験者に呼吸気体の圧力を効果的に供給して、被験者が
快適となるように供給する圧力を最小化しながら、呼吸不全を治療する自動タイトレーシ
ョン圧力支援装置に関連する。
【背景技術】
【０００３】
　睡眠中に呼吸不全に苦しむ多くの人が存在することは周知である。閉塞性睡眠時無呼吸
症候群（OSA）は、世界中で数百万人が患う呼吸障害の共通例である。典型的な症例では
、閉塞性睡眠時無呼吸症候群は、上気道、即ち咽頭等の気道の閉塞によって発生する呼吸
不能により反復して睡眠が中断される状態をいう。気道の閉塞は、上気道体節を安定化さ
せる筋肉の少なくとも一部が全部弛緩して、これにより組織が気道を虚脱させ崩壊させる
現象であることが一般に認められている。
【０００４】
　閉塞性睡眠時無呼吸症候群を患う患者は、生理的に過度の酸素ヘモグロビン不飽和化の
ため、完全な又はほぼ完全な空気呼吸換気停止及び睡眠分断を睡眠時に間欠的に経験する
。これらの兆候は、臨床上、過度の昼間眠気、心臓不整脈、肺動脈高血圧症、うっ血性心
不全及び／又は認識機能障害を誘発することがある。閉塞性睡眠時無呼吸症候群の他の症
例は、睡眠中のみならず覚醒状態中の右心室機能障害及び二酸化炭素蓄積症並びに連続的
な減少動脈酸素分圧を含む。睡眠時無呼吸は、潜在的に危険な機器を駆動しかつ／又は操
作する間に事故が発生する高い危険性が存在するのみならず、前記要因による過度の死亡
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率に対する危険がある。
【０００５】
　完全な気道閉塞に患わない患者でも、気道に部分的な閉塞のみが存在すれば、睡眠から
覚醒する別の症状が発生する可能性がある。気道の部分閉塞は、典型的に呼吸低下に見ら
れるような表在（浅い）呼吸の原因となる。呼吸不全の他の症例は、上気道抵抗症候群（
UARS）及び通常鼾に見られる咽頭壁の振動等の気道振動を含む。また、上気道抵抗症候群
、呼吸低下又は無呼吸を招来する気道閉鎖を伴う鼾もあることも公知である。このように
、鼾は、被験者が異常な呼吸を経験している信号となる。
【０００６】
　被験者の気道に持続気道陽圧を適用して、前記呼吸障害を治療することは公知である。
有効に開放気道を補強する陽圧は、肺への呼吸通路を開放状態に保持する。被験者の呼吸
周期又は被験者の呼吸動作に対応させて被験者に供給する気体圧力を変化させて、被験者
の快適性を増進させて、陽圧治療を行うことも公知である。この圧力支援法は、呼気気道
陽圧（EPAP）より高い吸気気道陽圧（IPAP）を被験者に供給する２レベル圧力支援法と呼
ばれる。
【０００７】
　被験者に持続陽圧を供給し、鼾又は呼吸低下、無呼吸若しくは上気道抵抗症候群を経験
する被験者から検出する状態に基づいてこの圧力レベルを自動的に調節する陽圧治療法も
公知である。この圧力支援法は、圧力支援装置の作動により呼吸不全の治療に必要な気体
圧力高さだけ被験者に圧力を供給するので、自動タイトレーション型圧力支援法と呼ばれ
る。
【０００８】
　従来の複数の自動タイトレーション型圧力支援装置の例は、スリバンその他の下記特許
文献１、グルエンケその他の下記特許文献２、特許文献３及び特許文献４、アクセその他
の下記特許文献５及び特許文献６、バーソン－ジョーンズの下記特許文献７、特許文献８
及び特許文献９、レマーズその他の下記特許文献１０、ラッポポートその他の下記特許文
献１１、特許文献１２、特許文献１３及び特許文献１４に記載されている。レマーズその
他の特許文献１０の例外を除き、従来の圧力支援装置は、全て被験者の監視状態に応答す
る。即ち、異常な呼吸を示す状態が一度発生すれば、圧力支援装置は、異常状態を治療す
るように圧力支援装置を変更する。しかしながら、本発明者は、この治療法が必ずしも全
ての被験者に適するとは限らず、一時的に圧力を緩和する例外状態に装置を余計に応答さ
せる場合もあることを発見した。
【０００９】
　また、鼾又は被験者の吸気波形の気体流制約等の被験者の状態の一つを治療するように
前記自動タイトレーション圧力支援装置を作動させる試みがなされている。１つ又は２つ
の状態に集中する前記ミクロの目標治療又は研究法は、多様な性質によって影響を受けか
つ本質的に極めて複雑なシステムであるため、被験者の適切な治療を行うことができない
。
【００１０】
　また、被験者の状態を検出するのに複数の異なる研究が前記従来の自動タイトレーショ
ン装置に存在する。各研究は、呼吸障害を実際に現す被験者の状態を検出する能力の改善
を試みるものである。しかしながら、各研究は、体力を要する方法で広範囲な被験者を監
視しかつ治療する能力に限界があると思われる。
【特許文献１】米国特許第５,２４５,９９５号
【特許文献２】米国特許第５,２５９,３７３号
【特許文献３】米国特許第５,５４９,１０６号
【特許文献４】米国特許第５,８４５,６３６号
【特許文献５】米国特許第５,４５８,１３７号
【特許文献６】米国特許第６,０５８,７４７号
【特許文献７】米国特許第５,７０４,３４５号
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【特許文献８】米国特許第６,０２９,６６５号
【特許文献９】米国特許第６,１３８,６７５号
【特許文献１０】米国特許第５,６４５,０５３号
【特許文献１１】米国特許第５,３３５,６５４号
【特許文献１２】米国特許第５,４９０,５０２号
【特許文献１３】米国特許第５,５３５,７３９号
【特許文献１４】米国特許第５,８０３,０６６号
【特許文献１５】米国特許第５,６８２,８７８号
【特許文献１６】米国特許第５,４９２,１３１号
【特許文献１７】米国特許第５,５５１,４１８号
【特許文献１８】米国特許第５,９０４,１４１号
【特許文献１９】米国特許第５,８２３,１８７号
【特許文献２０】米国特許第５,９０１,７０４号
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【００１１】
　従って、本発明の一目的は、従来の自動タイトレーション装置の欠点を克服する自動タ
イトレーション圧力支援装置を提供することにある。この目的は、選択可能な圧力レベル
で呼吸気体流を発生する圧力発生装置と、第１の端部が圧力発生装置に接続され、第２の
端部が被験者の気道に接続された患者回路と、患者回路又は圧力発生装置に接続されて被
験者の気道での圧力及び被験者の気道内の気体流量を示す変数（パラメータ又は媒介変数
）を測定しかつ圧力信号及び流量信号を出力する監視装置と、監視装置及び圧力発生装置
に接続された制御装置とを含む自動タイトレーション圧力支援装置を設ける本発明の一実
施の形態により前記目的を達成する。制御装置は、監視装置の出力に基づいて圧力発生装
置を制御すると共に、一連の優先順位を付与した制御層により操作するようにプログラム
制御される。各制御層は、他の制御層と競合して圧力発生装置の制御を行い特有の圧力制
御過程を実行する。
【課題を解決するための手段】
【００１２】
　本発明の他の実施の形態では、監視装置の出力に基づいて動向分析の制御を行い、動向
分析の結果により圧力発生装置を制御する。
【００１３】
　本発明の更に別の実施の形態では、制御装置は、監視装置の出力から呼吸変数を決定し
、呼吸変数の変異性を分析する。次に、制御装置は、変異性分析の結果に基づき圧力発生
装置を制御する。
【００１４】
　更に別の実施の形態では、制御装置は、患者回路からの気体漏洩量を監視して、気体漏
洩流量が予め決められた閾値を超えるとの決定に応答して、予め決められた期間の間に圧
力発生装置により被験者に供給する圧力を減少し、予め決められた期間が経過した後に圧
力を増加して初期圧力レベルに復帰させる。
【００１５】
　本発明の他の実施の形態では、制御装置は、流量センサの出力から被験者の呼吸波形の
歪を決定して、歪決定により圧力発生装置を制御する。
【００１６】
　本発明の他の実施の形態では、(1)無呼吸／呼吸低下の期間に気体流量に関する少なく
とも一波形変数及び(2)無呼吸／呼吸低下の期間の終端で呼吸作用の増加を示す気体流量
特性の１つ又はそれ以上を監視することにより、被験者が中心性無呼吸／呼吸低下又は閉
塞性／拘束性無呼吸／呼吸低下を経験しているか否かを決定する。
【００１７】
　本発明の他の実施の形態では、制御装置は、被験者が無呼吸／呼吸低下を経験している
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か否かを決定しかつ圧力治療限界値と比較して、現在の圧力値に基づく無呼吸／圧力低下
の検出結果として圧力を増加すべきか又は減少すべきかを決定する。無呼吸／圧力低下が
発生した時点の圧力に基づいて圧力治療限界値が設定される。本発明では、被験者が中心
性無呼吸／呼吸低下を経験しているような場合に、無呼吸／呼吸低下の原因となる状態が
過去の圧力増加でも解決しない場合に、更なる圧力増加を被験者が受けることを防止する
特徴がある。
【００１８】
　本発明の別の目的は、前記の機能を発揮する圧力支援装置により被験者に圧力支援治療
を行うことにある。
【発明の効果】
【００１９】
　構造の関連要素及び部品の組み合わせに関する操作法及び機能並びに製造利益のみなら
ず、発明の前記目的及び他の目的、特徴並びに特性は、添付図面による下記の説明及び特
許請求の範囲の記載から明らかとなろう。添付図面は、全て本明細書の一部を構成し、種
々の図面中対応する箇所には類似する参照符号を付す。図面は、図示及び説明のみの目的
に過ぎず、本発明の範囲を限定する意図ではないことを明白に理解すべきである。
【発明を実施するための最良の形態】
【００２０】
Ａ．　システムハードウェア
　図１は、本発明の原理による自動タイトレーション法を実施する圧力支援装置３０の基
本構成を示す略示図である。圧力支援装置３０は、全体を３２に示す圧力発生装置と、導
管３６及び被験者界面装置３８とを有する被験者回路３４とを備えている。図示の実施の
形態では、圧力発生装置３２は、圧力発生器４０と、圧力発生器４０の出力側に接続され
た圧力制御弁４２とを備えている。
【００２１】
　矢印Aに示すように、圧力発生器４０は、呼吸気体源から供給される呼吸気体を受けて
、被験者（図示せず）の気道に供給する大気より高い圧力で患者回路３４に矢印Bに示す
ように呼吸気体を出力する。本発明の好適な実施の形態では、圧力発生器４０は、例えば
気体源からの入口で大気を受ける送風機、ベロウズ又はピストン等の機械式圧力発生器で
ある。圧力制御弁４２は、被験者への流れを制限し、矢印Cに示すように患者回路３４か
らの流れを偏向し、又はこれらの組み合わせにより、患者回路を通じて被験者に供給され
る呼吸気体流の圧力を制御する。
【００２２】
　本発明は、圧力発生器４０の操作速度を単独で制御し又は圧力制御弁４２との組み合わ
せにより制御することにより被験者に供給される呼吸気体流の圧力を制御することを企図
する。単独で操作速度を使用して、被験者に供給する呼吸気体流の圧力を制御する場合に
は、勿論圧力制御弁４２を省略することができる。前記のように、圧力発生器４０と圧力
制御弁４２とを単独で又は組み合わせて被験者に供給する呼吸気体流の圧力を制御する他
の方法も圧力支援装置３０に実施できることは当業者に理解されよう。例えば、圧力発生
器４０への気体流（矢印A）を制御する流量制御弁(図示せず)を圧力発生器４０の上流に
設けて、被験者に供給される気体出力流の圧力を制御することもできる。
【００２３】
　呼吸気体源は、典型的には周辺大気であり、その後、その圧力は、圧力発生装置により
加圧されて被験者に供給される。本発明は、酸素源からの酸素又は酸素混合気体等の他の
呼吸気体源を使用できることを企図することは理解できよう。また、本発明は、空気圧力
を増加する送風機、ベローズ又はピストン等の圧力発生器を使用せずに患者回路を経て加
圧空気タンクから直接被験者の気道に加圧空気を供給できることも企図する。勿論、被験
者に供給する気体圧力を制御する圧力制御弁４２等の圧力調整器も必要となろう。本発明
の重要な特徴は、加圧呼吸気体を発生する気体源又は方法を必ずしも必要とせずに、加圧
された呼吸気体を患者回路から被験者に供給する点である。



(7) JP 4403223 B2 2010.1.27

10

20

30

40

50

【００２４】
　図１には、図示しないが、本発明は、大気からの一次気体流（矢印A）単独で又はこれ
に組み合わせて、二次気体流を設けることも企図する。例えば、圧力発生器４０の上流又
は圧力発生器４０の下流に設けられる被験者界面装置又は患者回路に適当な気体源から酸
素流を供給して、被験者に供給される呼吸酸素の比率を制御することができる。
【００２５】
　図示の実施の形態では、患者回路３４の導管３６は、圧力発生器４０の出力端に接続さ
れた一端と、被験者界面装置３８に接続された他端とを有する。導管３６は、圧力発生器
４０からの気体流を被験者の気道に搬送できる何らかの管である。被験者が自由に運動で
きるように、圧力発生器４０に対する導管３６の遠位端は可撓性を有する。種々の部品を
患者回路３４に設け又は接続できることを理解すべきである。例えば、バクテリア除去フ
ィルタ、圧力制御弁、流量制御弁、センサ、計量器、加圧フィルタ、加湿器及び／又は加
熱器を患者回路の内外に取り付けることができる。同様に、消音器及びフィルタ等の他の
装置を圧力発生器４０の入口及び圧力制御弁４２の出口に設けることができる。
【００２６】
　患者回路３４内の被験者界面装置３８は、導管３６の端部を被験者の気道に連絡するの
に適する装置である。適当な被験者界面装置の例は、鼻マスク、口マスク若しくはマウス
ピース、鼻／口マスク、鼻カニューラ、気管内チューブ、挿入管、フード若しくは全面型
面体（マスク）を含む。適当な界面装置の前記リストは、限定列挙でも完全列挙でもない
ことを理解すべきである。
【００２７】
　本発明の単一アーム型患者回路では、矢印Dに示すように、被験者から排出される気体
を排気孔４３から患者回路の外部に排出するのが一般的である。図示の実施の形態では、
排気孔４３は、患者回路３４の遠位端に設けられる。圧力制御弁４２を圧力発生器に設け
ても、被験者の一回呼吸量及び圧力支援装置３０により供給される圧力に依存して、僅か
な量の呼気気体が患者回路３４から圧力支援装置３０に逆流し、圧力発生器の気体入口及
び／又は圧力制御弁４２を通じて大気中に排出されることもある。
【００２８】
　排気孔４３は、患者回路３４の内部を大気に接続する導管内に設けられたオリフィスで
ある。圧力支援装置からの気体流を能動的に制御するものではない。しかしながら、広範
囲に多様性のある排気装置及び排気孔形態を本発明の圧力発生装置に使用することができ
る。例えば、ズロコウスキーその他名義の米国特許第５,６８５,２９６号は、装置を通じ
て呼気流量を患者回路内の圧力範囲にわたりほぼ一定にする呼気装置及び方法を開示する
。この呼気装置は、水平域呼気弁又はPEVと通常指称されるこの呼気装置は、本発明の圧
力支援装置と共に使用するのに適する。
【００２９】
　図１に示すように、圧力支援装置３０は、被験者に供給する気体流量及び気体圧力を監
視する全体を４４に示す監視装置を含む。図示の実施の形態では、監視装置４４は、患者
回路３４内を流れる呼吸気体の流量を測定する流量センサ４６を有する。本発明は、従来
の呼吸気流計等の適当なセンサを流量センサ４６に使用することを企図する。また、流量
センサ４６を導管３６に直接接続する必要がないことを理解すべきである。これに対し、
本発明は、患者回路内の空気流を定量的に測定できる何れかのセンサ又は複数のセンサを
使用することも企図する。例えば、圧力支援装置３０内の気体流を被験者界面装置で測定
することができ、圧力発生器４０により加圧するのに使用されるモータ若しくはピストン
の速度又はトルクから測定し又は推定することができる。約言すれば、本発明は、被験者
に供給する気体流を測定する如何なる従来の技術も使用できる。
【００３０】
　また、監視装置４４は、被験者での気体圧力を検出する圧力センサ４８を含む。図示の
実施の形態では、圧力センサ４８は、導管３６を介して被験者界面装置３８に流体接続さ
れる。本実施の形態では、導管３６内に発生する公知の圧力降下に基づいて被験者での圧
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力を推定する。しかしながら、被験者界面装置３８で直接被験者での圧力を測定できるこ
とも理解すべきである。
【００３１】
　圧力支援装置３０は、記憶アルゴリズムを実行して、代表的には流量センサ４６及び圧
力センサ４８から監視する変数を受信しかつこれらの信号に基づいて圧力発生装置３２を
制御できる好適なマイクロプロセッサにより構成される制御装置５０を備えている。勿論
、制御装置５０は、本発明の特徴を実施するのに必要な記憶装置と演算処理能力を備えて
いる。本発明の好適な実施の形態では、制御装置５０は、Cプログラム言語で書き込まれ
記憶されたソフトウェアを実行するAMTEL AT91M55800マイクロコントローラである。
【００３２】
　また、本発明は、圧力支援装置３０は、ユーザと制御装置５０との間で、包括的に「デ
ータ」と指称する情報、データ及び／又は指令及び他の如何なる連絡可能な事項に連絡す
る入力／出力インターフェイス５２を備えている。この目的に適する共通の入力／出力イ
ンターフェイスの例は、キーボード及び表示装置を備えている。本発明は、有線又は無線
（ワイヤレス）等の他の接続技術も企図する。例えば、本発明は、ICカードから制御装置
５０にデータを転送し又は制御装置５０からICカードにデータを転送できるICカード端子
を設けることを企図する。圧力支援装置と共に使用する他の例、インターフェイス装置及
び技術は、これらに限定されないが、RS-232ポート、CDリーダ／ライター、DVDリーダ／
ライター、無線周波数リンク及びモデム（電話、ケーブル又はその他）である。要約すれ
ば、本発明は、制御装置５０にデータを供給し、受信し、変換する従来の如何なる技術も
入力／出力装置５２として企図するものである。
【００３３】
　また、制御装置５０は、従来の漏洩量推定及び呼吸周期監視法を実行する。本発明は、
例えば、排気孔からの計画的漏洩及びマスク－被験者界面からの無作為漏洩を含む圧力支
援装置からの気体漏洩量Qleakを計算する従来の技術を使用する。本発明は、被験者の気
道での気体流量である被験者流量Qpatient及び流量センサ４６により代表的に測定される
気体流量である全流量Qtotalを決定するときに、漏洩を考慮する従来の技術を使用するこ
とも企図する。例えば、サンダースその他名義の米国特許第５,１４８,８０２号、ズロコ
ウスキーその他名義の第５,３１３,９３７号、サンダースその他名義の米国特許第５,４
３３,１９３号、ズロコウスキーその他名義の米国特許第５,６３２,２６９号、第５,８０
３,０６５号及び第６,０２９,６６４号、ツルーシェル名義の米国特許第６,３６０,７４
１号、フランクその他名義の米国特許出願第０９／５８６,０５４号及びジャファリその
他名義の米国特許出願第０９／９７０,３８３号の各内容を本発明への参考文献として本
明細書の一部とし、前記参考文献は、全て漏洩を検出しかつ推定し更に漏洩の存在の下で
被験者に供給する呼吸気体を管理する方法を開示する。
【００３４】
　また、本発明は、被験者の呼吸周期の吸気段階と呼気段階とを検出する如何なる従来の
技術を使用することも企図する。例えば、サンダースその他名義の米国特許第５,１４８,
８０２号、ズロコウスキーその他名義の第５,３１３,９３７号、サンダースその他名義の
米国特許第５,４３３,１９３号、ズロコウスキーその他名義の米国特許第５,６３２,２６
９号、第５,８０３,０６５号、第６,０２９,６６４号、及びジャファリその他名義の米国
特許出願第０９／９７０,３８３号は、全て呼吸周期の吸気段階と呼気段階とを区別する
技術を開示する。
【００３５】
Ｂ．　優先順位化制御装置
　本発明の原理により圧力支援装置３０が実施する自動タイトレーション技術は、制御装
置５０に基づいて実施され、制御装置５０は、優先順位化された複数のコントローラ１０
０の組として有効に機能し、コントローラ階層内での各コントローラ１００又は制御層が
圧力支援装置の制御、即ち、圧力発生装置により被験者に供給する圧力を競合して制御す
るようにプログラム制御される。
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【００３６】
　図２は、図の右側に数字(1)-(8)に示す各制御層の優先順位によって順位付けされた制
御装置を示す。第(1)順位を有する図の最上部の制御層は、他の全てのコントローラより
優先する最高優先順位のコントローラである。第(8)順位を有する図の最下部の制御層は
、他のコントローラが制御しない場合にのみ作動する最低優先順位のコントローラである
。
【００３７】
　また、制御装置５０は、複数の検出器又は検出モジュール１０２の組及び複数のモニタ
ー又は監視モジュール１０４の組を有効に形成するようにプログラム制御されるので、各
検出モジュール及び必要に応じて各監視モジュールは、各制御層に作動連結される。検出
モジュール１０２は、圧力センサ４８、流量センサ４６又はこれらの両方からの信号を未
処理入力信号として受信する。また、検出モジュール１０２は、連動する監視モジュール
に入力信号を付与するのに必要な信号処理を実行する。監視モジュール１０４は、関連す
る検出モジュールの出力を受信して、関連する制御モジュールの作動を要求する基準が満
足されるか否かを決定する。基準を満足する場合に、圧力支援装置の制御に対する要求が
要求プロセッサ１０６に付与されるので、要求プロセッサ１０６は、この要求を実行する
監視モジュールに関連する制御モジュールに制御を振り向けるべきかを決定する。制御装
置５０により実行されるアルゴリズムは、圧力支援装置の要求する制御である制御層の優
先順位に基づく要求処理機能を実行する。
【００３８】
　制御層の１つのコントローラを一度作動すると、そのコントローラは、圧力支援装置の
作動を制御しかつコントローラを作動する状態が解消されるか又はより優先順位の高いコ
ントローラに動作が移行するまで制御を維持する。制御中に、各コントローラは、例えば
圧力発生装置を通じて圧力支援装置から出力される圧力を調整するように、制御機能を実
行することにより特定の事象／状態を処理する。各コントローラは、処理すべき事象／状
態の形式に基づいて独自の方法で作動する。
【００３９】
　本発明は、圧力支援装置が超えてはならない絶対圧力限界値として作用する規定最小圧
力Pmin及び規定最大圧力Pmaxを設定することを企図する。勿論、圧力の調整法に関する付
加的な制約を有するコントローラもある。
【００４０】
　図２の点線１０８は、圧力支援装置の状態に基づく制御層と、被験者の監視状態に基づ
く制御層との間の差異を図で表すものである。即ち、点線１０８より上にある優先順位(1
)-(3)の制御層は、圧力支援装置の状態にのみ基づいて圧力支援装置３０の作動を制御す
る機械ベースの制御層である。これに対し、点線１０８より下にある優先順位(4)-(8)の
制御層は、被験者の監視状態に基づき圧力支援装置を制御する被験者ベースの制御層であ
る。
【００４１】
　更に、監視する圧力、流量又は圧力と流量の両方に基づいて制御する制御層と、被験者
が圧力支援装置をオンしたか又は圧力傾斜モードを作動したか否かのように手動入力に基
づいて作動する制御層とに制御層を下位区分することができる。本発明の好適な本実施の
形態では、優先順位(1)及び(2)を有する最初の２つの制御層が被験者又はユーザからの手
動入力に基づく制御層である。
【００４２】
Ｃ．　第１優先順位制御層及び第２優先順位制御層
　第１の優先順位にある制御層は、入力／出力装置５２からの入力信号１１０を受信する
。この第１の制御層では、入力信号は、典型的には、被験者が装置をオン又はオフするオ
ン／オフスイッチ又はボタンからの表示信号である。勿論、被験者が圧力支援装置をオフ
にすれば、本発明での制御層の階層に最高優先順位を付与して、他の全ての圧力制御にこ
れを優先させるべきである。オン・オフ検出層１１２は、下記の自動オン／オフ技術のよ
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うに、オン／オフスイッチ又は他の類似の装置からの信号によって、被験者が圧力支援装
置を付勢したか消勢したかを決定する。勿論、この決定は、オン／オフスイッチの作動時
に装置が既に作動しているか否かに基づく。最高優先順位を有するとみなされるオン／オ
フ表示信号は、要求プロセッサ１０６に付与され、他の全ての制御操作は、無効となるの
で、圧力支援装置の制御は、オン／オフコントローラ１１４に振り向けられる。
【００４３】
　オン／オフコントローラ１１４は、圧力支援装置を付勢し又は消勢するのに好ましい又
は必要となる如何なる機能も実施する。例えば、圧力支援装置を消勢するとき、圧力支援
装置は、圧力発生装置３２をオフに切り換える上に、現在の圧力設定値、準拠情報及び他
の情報をメモリ又は他の記憶装置内に記憶する等の過程を実行することができる。ユーザ
が圧力支援装置を付勢するとき、圧力支援装置は、メモリ又はＩＣカードから情報を読み
出し、入力装置から入力設定値を読み出し、診断機能を実行し、低優先順位検出モジュー
ル、監視モジュール及び制御モジュールをリセットし、圧力発生装置をオンする等の動作
過程を実行する。
【００４４】
　また、第２の優先順位制御層は、入力／出力装置５２から入力信号を受信する。この制
御層では、入力信号は、典型的には、被験者が圧力傾斜モードを付勢したか否かの傾斜動
作ボタンからの表示信号である。圧力傾斜検出層１１６は、オン／オフスイッチ又は他の
類似の装置からの信号を受信して、被験者が圧力傾斜動作ボタンを作動したか否かを決定
する。被験者が圧力傾斜作動ボタンをオンすれば、第２の最高優先順位を有するとみなさ
れる要求プロセッサ１０６に圧力傾斜作動要求信号が付与され、オン／オフ制御以外の他
の全ての制御動作が無効にされ、傾斜コントローラ１１８に制御が切り換えられる。
【００４５】
　圧力傾斜コントローラ１１８は、予め決められた回数の呼吸周期又は予め決められた期
間の間、圧力支援装置により装置最低値等の低設定値に圧力を減少させる。本発明は、単
に圧力を降下させずに、事前圧力傾斜法を使用して、被験者に傾斜圧力を供給することも
企図する。
【００４６】
　要するに、圧力傾斜コントローラ１１８が圧力支援装置の制御を実行するときに、圧力
傾斜コントローラ１１８は、被験者に供給する現在の圧力を無効にしかつ圧力発生装置３
２を制御して、被験者に比較的低い圧力を供給する。時間ベース又は事象ベース（予め決
められた回数の呼吸周期の経過に基づく）により決定できる傾斜圧力付与期間が終了した
後に、圧力傾斜制御は解除され、他の制御層が圧力支援装置の制御を引き継ぐ。実際の圧
力傾斜の特徴を含む圧力傾斜を実行する場合に、圧力傾斜の開始後、５～３５分程度の時
間又は予め決められた呼吸周期の回数だけ圧力が増加される。その後、圧力傾斜制御は解
除され、他の制御層が圧力支援装置の制御を引き継ぐ。本発明による本実施の形態の目標
は、圧力支援装置により供給される圧力を被験者が手動で無効にして、比較的低い圧力で
被験者が睡眠を取れ、その後、治療に有効な圧力を受けられる比較的低いレベルに圧力を
減少することにある。
【００４７】
　圧力傾斜中に圧力変化を組み込む場合に、参照により本明細書の一部を構成する例えば
オグゴン名義の上記特許文献１５に記載されるように、圧力変化に対する特定の圧力波形
をユーザが選択することができる。また、コントローラ中にプログラム制御により被験者
が圧力傾斜の持続期間を選択することができ、また圧力傾斜作動装置を既に作動したか否
かに依存させることもできる。参照により本明細書の一部を構成する例えば、エステスそ
の他名義の上記特許文献１６、特許文献１７、特許文献１８、特許文献１９及び特許文献
２０は、最初に、圧力傾斜モードを作動させて、圧力支援装置により第１の持続期間を有
する傾斜圧力を供給し、次に、第１の持続期間より一般的に短い第２の持続期間を有する
傾斜圧力を圧力支援装置により供給する圧力傾斜技術を示す。傾斜コントローラ１１８の
作動にこれらの特徴を組み込んで、各傾斜圧力の圧力波形及び持続時間を決定することが
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できる。
【００４８】
Ｄ．　流量限定制御層
　第３の優先順位を割り当てられた流量限定制御（ＦＬＣ）層は、流量センサ４６から流
量信号を受信する流量限定制御（ＦＬＣ）検出モジュール１２０を備えている。流量限定
制御検出モジュール１２０は、全被験者流量Qtotal(Qtotal=Qpatient+Qleak)を経験則よ
り作成した圧力対流量曲線１２４と比較して、全装置漏洩又はマスク離脱状態等の被験者
に対し分離状態が発生しているか否かを決定する。図３は、この比較に使用する圧力－流
量図を示す。
【００４９】
　圧力支援装置は、被験者に供給すべき圧力量を記憶しているので、図３に示すように、
圧力支援装置に対する動作圧力（水平軸）は、圧力センサ４８を介して測定したものか又
は既知の値の何れかである。圧力－流量曲線１２４は、各操作圧力レベルに対する種々の
流量を表し、適合するか超過するかは被験者に対する患者回路の接続分離状態を表す。換
言すれば、流量限定制御検出モジュール１２０は、図３に示すグラフ上の既知作動圧力に
対する患者回路３４内の流量として流量センサ４６により直接測定した全流量Qtotalを座
標化したものである。点１２６及び１２８に示すように、全流量が曲線１２４上又はそれ
以上にあるとき、流量限定制御検出器は、被験者に対する患者回路が切断状態にあると判
断する。このように、被験者界面装置３８が被験者から分離され、又は患者回路に他の何
らかの非接続状態が発生したものと仮定する。しかしながら、点１３０に示すように、全
流量Qtotalが曲線１２４の下方にあれば、流量限定制御検出モジュール１２２は、被験者
に対する患者回路の切断状態はないと判断する。
【００５０】
　圧力－流量グラフの圧力－流量曲線１２４は、圧力支援装置に使用するハードウェアに
特定のものであることが理解できよう。例えば、患者回路が長い程、導入する圧力降下が
大きくなるから、患者に対する切断状態を示す圧力流量特性は、短い患者回路を有する圧
力支援装置による特性とは相違する。前記のように、特定の圧力支援装置に対して圧力流
量特性１２４を経験的に決定することが好ましい。勿論、装置部品を組み立てたときに選
択される特殊な特性に対し多くの経験的特性を予め決定しておくこともできる。
【００５１】
　再び、図２について説明すると、流量限定制御検出モジュール１２０により被験者切断
状態を決定する場合に、被験者流量が流量限定制御曲線１２４の上方の持続期間を監視す
る流量限定制御検出モジュール１２０により表示が与えられる。流量限定制御検出モジュ
ール１２０の出力により示すように、７秒程度の予め決められた時間中に流量限定制御曲
線１２４上又はそれより上方に全流量が存在すれば、制御要求信号は、要求プロセッサ１
０６に送出される。ＦＬＣ監視モジュール１２２からの要求信号は、第３の最高優先順位
が付与され、オン／オフコントローラ１１４及び傾斜コントローラ１１８以外の他の全て
の制御操作は無効にされ、ＦＬＣコントローラ１３２に制御が振り向けられる。
【００５２】
　７秒間の遅延時間の目的は、全流量がＦＬＣ曲線の外側に一時的に該当する被験者の深
い吸気作用を被験者切断状態と誤認せず、漏洩を正確に判断するためである。一時的な被
験者誘発流量を切断状態と誤認しない限り、他の持続時間遅延装置を使用できることは理
解できよう。また、本発明は、例えば９０秒等の比較的長い時間、流量限定制御状態が存
続する場合に、被験者は、被験者界面装置を除去したものと判断される。何れの場合でも
、圧力支援装置は、周知の自動オン／オフ技術を介して、装置自身を自動的にオフに切り
換える。被験者が圧力支援装置を使用するか否かに依存して、圧力支援装置を自動的にオ
フに切り換える方法を示すエステスその他名義の米国特許第５,５５１,４１８号を参照さ
れたい。
【００５３】
　ＦＬＣコントローラ１３２を一度作動させれば、他の方法で圧力支援装置から供給する
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圧力／流量を制御しなくても、ユーザが切断状態を修正できる低レベルに被験者に供給さ
れる圧力を低下させる。ＦＬＣコントローラ１３２により供給されるこの低圧力レベルは
、被験者が不快でなくマスクを再装着できるのに十分低くかつ被験者がマスクを再装着し
たときを圧力支援装置が検出するのに十分に高いレベルでなければならない。
【００５４】
　ＦＬＣコントローラ１３２は、切断状態が修正されるまで、即ち、測定した全流量が流
量限定制御曲線１２４の下方に該当してＦＬＣ監視モジュール１２２による制御が要求さ
れなくなるまで、又は自動オフ機能を開始する時間が経過するまで、圧力発生装置により
呼吸気体流量をこの低レベルで供給し続ける。本発明の好適な実施の形態では、被験者切
断状態が修正されたとき、ＦＬＣコントローラ１３２は、被験者に供給する圧力を傾斜さ
せて、以前の圧力レベルに戻し正常な流量の呼吸用気体を供給する。
【００５５】
Ｅ．　鼾制御層
　第４の優先順位を割り当てられた鼾制御層は、圧力センサ４８及び／又は流量センサ４
６等の監視装置４４からの入力信号を受信して、これらの情報から被験者が鼾を経験して
いるか否かを決定する鼾検出モジュール１４０を備えている。本発明は、例えば、全てア
クセその他名義の米国特許第５,２０３,３４３号、第５,４５８,１３７号及び第６,０８
５,７４７号に見られるように、何らかの従来の鼾検出技術を使用して、被験者が鼾を経
験しているか否かを決定できることを企図する。しかしながら、本発明の好適な実施の形
態では、参照により本明細書の内容の一部となる２００１年１０月１０日に出願された「
鼾検出法及び検出装置」と称する米国特許仮特許出願の開示により、被験者が鼾を経験し
ているか否かを決定する。
【００５６】
　本発明は、呼吸周期の吸気段階又は呼気段階で鼾事象が発生するか否かに基づいて鼾事
象を識別することを企図する。呼吸周期の何れかの段階中に、名目上鼾事象か否かを表す
閾値を図１の圧力センサ４８により測定されるある付加的な単一又は複数の変数に依存す
ることがある。より高い圧力に対して、鼾検出閾値を上昇できることもあるが、鼾事象を
検出することは一層困難となる。鼾検出閾値は、各呼吸段階に対して独立して設定するこ
ともできる。これは、圧力等の特殊な変数に対し、吸気段階の間の鼾事象を表示する閾値
がより高いか、低いか又は呼気段階の間の閾値設定値と同じであることを意味する。圧力
に加えて、他の変数又は組み合わせ変数を使用して鼾事象を表示する閾値を設定すること
ができる。
【００５７】
　鼾検出モジュール１４０は、鼾事象を表示する毎に、鼾監視モジュール１４２に出力を
発生する。鼾監視モジュール１４２は、検出した鼾事象に基づいて、要求プロセッサ１０
６から圧力支援装置の制御要求を始動すべきか否か決定する。現在の好適な実施の形態で
は、鼾監視モジュール１４２は、鼾事象の数を計数するカウンタと、２つの鼾事象間の時
間間隔を測定するタイマとを備えている。最後の鼾事象から３０秒以内に鼾事象が起こら
なければ、カウンタは零にリセットされる。カウンタが３に達した場合に、制御要求信号
が要求プロセッサ１０６に送出される。このように、３つの鼾事象が発生し、各鼾事象が
最後の鼾事象から３０秒より長くない場合に、制御要求が開始される。この要求は、３０
秒経過後に終了し、鼾監視モジュール１４２内の鼾カウンタはリセットされる。
【００５８】
　鼾監視モジュール１４２からの要求には、第４の最高優先順位が割り当てられ、オン／
オフコントローラ１１４、傾斜コントローラ１１８及びＦＬＣコントローラ１３２以外の
他の全ての制御操作は無効にされるので、制御は鼾コントローラ１４４に振り向けられる
。要求過程により鼾コントローラ１４４に制御が割り振られれば、鼾コントローラは、圧
力発生装置３２により被験者に供給される圧力を１cmH2Oだけ上昇させる。好適な実施の
形態では、この圧力上昇は、１５秒毎に１cmH2Oの速度で行われる。
【００５９】
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　鼾コントローラ１４４は、１分閉鎖期間を設定して制御を解除する付加動作を行う。圧
力増加の終端での圧力は、鼾治療圧力として記憶される。この鼾治療圧力は、被験者に比
較的良好な治療を施して被験者が経験する多くの呼吸疾患を治療できると思われる。
【００６０】
　例えば、別の状況で鼾コントローラが圧力を増加させる付加的な鼾事象が発生する場合
に、閉鎖期間は、被験者に他の圧力増加による圧力支援装置の過治療を防止する。しかし
ながら、鼾監視モジュール１４２により要求される前記基準に適合する付加的な鼾事象が
発生し、閉鎖期間が経過した場合に、鼾監視モジュールは再び制御を要求し、要求に応じ
る場合に、鼾コントローラ１４４は、再び圧力を増加（最大圧力設定点まで）する。この
新規圧力は、鼾治療圧力として記憶される。
【００６１】
　圧力支援装置の制御を要求すべきときを決定するため、鼾監視モジュール１４２に使用
される鼾事象の数、鼾コントローラ１４４により供給される圧力増加の量及び速度並びに
閉鎖期間の長さは変更することができる。
【００６２】
Ｆ．　大量漏洩制御層
　第５の優先順位を割り当てられた大量漏洩制御層は、推定した患者回路漏洩量Qleakを
分析して、それを経験的に習得した圧力対流量曲線と比較する点においてＦＬＣ制御層に
幾分近似する。しかしながら、大量漏洩制御層は、被験者が被験者界面装置を除去したか
否か又は被験者回路の切断若しくは他の大量漏洩事象が発生したか否かを決定する動作を
行わない。むしろ、大量漏洩制御層は、圧力支援装置からの推定漏洩量がいつ信頼性のあ
る動作範囲を超えるかを決定する動作を行う。
【００６３】
　大量漏洩制御層は、流量センサ４６から流量信号を受信する大量漏洩検出モジュール１
５０を備えている。大量漏洩検出モジュール１５０は、なんらかの従来の漏洩推定技術を
使用して、流量信号から推定漏洩量Qleakを決定して、この情報を大量漏洩監視モジュー
ル１５２に送出する。大量漏洩監視モジュール１５２では、推定漏洩量を経験的に習得し
た曲線と比較して、圧力支援装置からの漏洩が最悪症例漏洩量を超えるか否かを決定する
。
【００６４】
　再び図３について説明すると、圧力支援装置に対する操作圧力（水平軸）は公知である
。曲線１５４は、超過した場合に、最悪症例装置漏洩量より大きい漏洩量を表す各操作圧
力レベルに対する種々の流量を表す。換言すれば、大量漏洩監視モジュール１５２は、図
３に示すグラフ上の既知操作圧力に対する推定漏洩量Qleakをグラフで表したものである
。点１２６、１２８及び１３０に示すように、推定漏洩量が曲線１５４の上方にあれば、
推定漏洩量は、圧力支援装置の信頼性のある操作範囲を構成する漏洩流量を超える。例え
ば、被験者界面装置が被験者から部分的に外れて、使用される患者回路の型式に別の状況
で期待される患者回路から更に多くの気体が漏洩している場合に、これが発生する。しか
しながら、点１５６及び１５８に示すように、推定漏洩量Qleakが曲線１５４上又は曲線
１５４より下方にあれば、大量漏洩監視モジュール１５２は、そこで装置漏洩の許容可能
なレベルであると判断する。
【００６５】
　圧力流量グラフの曲線１５４の特殊な特性は、圧力支援装置に使用するハードウェアに
特定のものである。例えば、異なる排気流量を形成する異なるサイズの排気装置には、異
なる圧力流量特性を必要とするであろう。圧力支援装置に対して圧力－流量特性１５４を
経験的に決定することが好適である。勿論、装置部品を組み立てたときに選択される特殊
な特性に対し多くの経験的特性を予め決定しておくこともできる。
【００６６】
　図２について説明すると、大量漏洩監視モジュール１５２により大量漏洩状態を検出す
る場合に、制御要求は、要求プロセッサ１０６に送出される。前記のように、大量漏洩監
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視モジュール１５２からの要求には、第５の最高優先順位が割り当てられ、オン／オフコ
ントローラ１１４、傾斜コントローラ１１８、ＦＬＣコントローラ１３２及び鼾コントロ
ーラ１４４以外の他の全ての制御作用が無効にされ、制御が大量漏洩コントローラ１６２
に振り向けられる。
【００６７】
　大量漏洩コントローラ１６２に一度制御が振り向けられると、大量漏洩コントローラ１
６２は、圧力発生装置３２により被験者に供給される圧力を予め決められた期間中に予め
決められた比率で予め決められた量だけ低下させる。例えば、本発明の現在好適な実施の
形態は、１０秒の期間にわたり１cmH2Oだけ被験者に供給される圧力を低下させて、２分
間この新しい圧力に保持することを企図する。
【００６８】
　大量漏洩検出モジュール１５２は、大量漏洩監視モジュールを満足させるのに必要な基
準に適合する限り、大量漏洩コントローラが圧力支援装置の制御を実行することを要求し
続ける。再び、要求が認められれば、圧力を保持した２分経過後に、大量漏洩コントロー
ラは、圧力減少を反復し、大量漏洩状態が解消され又は最小圧力に到達するまでその過程
を保持する。また、この制御層により制御を解除する前に、例えば９０秒程度予め決めら
れた期間の間に大量漏洩状態をクリアしなければならない。
【００６９】
　大量漏洩制御層の一つの予想結果は、圧力降下が少なくとも僅かに被験者を刺激するこ
とがある点である。この刺激により被験者に寝返りをうたせ、不注意でマスクを移動させ
又は覚醒し、マスクを調節すれば大量漏洩状態が解消すると思われる。また、圧力を低下
することにより、被験者界面装置が再配置されれば、大量漏洩状態を解消できる。
【００７０】
Ｇ．　無呼吸／呼吸低下制御層
　第６の最高優先順位を割り当てられた無呼吸／呼吸低下（Ａ／Ｈ）制御層は、監視装置
４４、特に流量センサ４８からの入力信号を受信して、この情報から被験者が無呼吸又は
呼吸低下を経験しているか否かを決定する無呼吸／呼吸低下検出モジュール１６４を有す
る。この決定は、Ａ／Ｈ制御モジュール１６８が圧力発生装置を制御することを要求すべ
きか否かを決定するＡ／Ｈ監視モジュール１６６に供給される。
【００７１】
　本発明は、無呼吸／呼吸低下検出モジュール１６４が加重最高流量として吸気最高流量
の変化を監視して、下記に詳細に説明するように、加重最高流量(QWpeak)から被験者が無
呼吸又は呼吸低下を経験しているか否かを決定することを企図する。このように、Ａ／Ｈ
制御層の操作を理解するため、本発明では加重最高流量(QWpeak)の決定法をまず理解する
必要がある。
【００７２】
１．　加重最高流量
　図５は、患者流量の例示的吸気波形１７０のグラフであり、図４Ａ～図４Ｃは、実際の
最高流量と本発明により使用する加重最高流量QWpeakとの差を表すグラフである。それぞ
れ異なる例示的吸気波形１７２、１７４及び１７６を表す図４Ａ～図４Ｃに示すように、
実際の最高流量QWpeakは、吸気波形の頂点にある。最高流量は、図４Ａ～図４Ｃから短時
間の臨床値を有することを理解できよう。例えば、図４Ｃでは、吸気開始の際に超過する
流量のため、最高流量を誇張して示す。このため、本発明はQpeakを使用しない。その代
わりに、本発明は、図４Ａ～図４Ｃに点線で示す近似位置の加重（補正）最高流量QWpeak
を使用する。
【００７３】
　図５に示すように、流量波形１７０等の吸気波形に対するQWpeakを決定するため、本発
明は、吸気波形の開始点１８０と終了点１８１とをまず決定する。これは、従来の技術を
使用して決定できる。次に、吸気流量の全体積を計算する。これもまた従来の技術を使用
して計算できる。続いて、圧力支援装置は、５%体積（点１８２）、２０%体積（点１８４
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）、８０%体積（点１８６）及び９５%体積（点１８８）に相当する吸気波形上の点を決定
する。次の過程では、平坦真円度基線（ＦＲＢ）及び真円度基線（ＲＢ）の２つの基線レ
ベルを決定することが必要である。
【００７４】
　５%体積点と９５%体積点との間の波形上の点の全流量値を５%体積点及び９５%体積点で
の流量値に対して比較することにより平坦真円度基線（ＦＲＢ）を決定する。これは、平
坦真円度基線（ＦＲＢ）の設定に使用する５%と９５%との間の点の範囲から最低点を見つ
けるために行われる。これらの点の間から最低点で引く線は平坦真円度基線（ＦＲＢ）を
形成する。
【００７５】
　２０%体積点と８０%体積点との間の波形上の点の全流量値を２０%体積点と８０%体積点
での流量値と比較することにより真円度基線（ＲＢ）を決定する。これは、真円度基線（
ＲＢ）の設定に使用される２０%と８０%との間の点の範囲から最低点を見つけるために行
われる。これらの点の間から最低点で引く線は真円度基線（ＲＢ）を形成する。
【００７６】
　また、このシステムは、それぞれ平坦真円度基線（ＦＲＢ）と真円度基線（ＲＢ）とに
基づいて平坦度平坦基線（ＦＦＢ）と平坦度基線（ＦＢ）との更に２つの基線を計算する
。詳細には、平坦度平坦基線（ＦＦＢ）は、平坦真円度基線（ＦＲＢ）の上方で５%体積
点と９５%体積点との間の全流量測定点の平均値として決定される。多くの場合、これは
、図５に示すように、５%体積点と９５%体積点との間の流量測定点に対応する。しかしな
がら、平坦真円度基線（ＦＲＢ）を図５に示す５%体積又は９５%体積より下方にすること
は可能である。平坦真円度基線（ＦＲＢ）の開始点から終了点までの流量測定点の平均値
を見つけることは、図５の領域ＡとＢとの大きさを決定し、この大きさを５%体積と９５%
体積との間の経過時間(T5%-95%)で除した値に等しい。
【００７７】
　平坦度基線（ＦＢ）は、２０%体積点と８０%体積点との間で真円度基線（ＲＢ）より上
方の全流量測定点の平均値として決定される。多くの場合、これは、２０%体積点と８０%
体積点との間の全測定点の平均値に相当する。しかしながら、真円度基線（ＲＢ）を図５
に示す２０%体積又は８０%体積より下方にすることも可能である。真円度基線（ＲＢ）の
開始点から終了点までの流量測定点の平均値を見つけることは、図５の領域Ｂの大きさを
決定し、この大きさを２０%体積と８０%体積との間の経過時間(T20%-80%)で除した値に等
しい。平坦度基線（ＦＢ）レベルは、加重最大流量QWpeakである。
【００７８】
　２．　無呼吸／呼吸低下検出基準モデル化
　無呼吸／呼吸低下検出モジュール１６４は全期間を通じて加重最大流量QWpeak情報を収
集し、下記に詳述する呼吸低下及び無呼吸決定過程を実行する際の比較に使用するモデル
加重最大流量QWPMを決定する。特に、無呼吸／呼吸低下検出モジュール１６４は、４分の
移動窓（Moving window）に亘り発生する吸気呼吸の加重最大流量を監視する。図６に示
すように、移動窓間に蓄積される呼吸に対する加重最大流量の例示的ヒストグラム（柱状
グラフ）であるこれらの加重最大流量は、統計学的に記憶される。
【００７９】
　本発明の一実施の形態では、蓄積された加重最大流量の第８５番目の百分位数に該当す
る加重最大流量としてモデル最大加重最大流量QWPMが決定される。しかしながら、本発明
の好適な一実施の形態では、８０番目と９０番目の百分位数間に該当する加重最大流量を
平均して、この平均値をモデル最大加重最大流量QWPMとして取り出してもよい。
【００８０】
３．　呼吸低下検出
　図７Ａ～図７Ｅは、本発明の原理に従い無呼吸／呼吸低下検出モジュール１６４により
実施する呼吸低下検出過程を示すフローチャートである。モデル加重最大流量QWPMが存在
するか否かの決定を行うステップ１９０で呼吸低下決定過程を開始する。例えば、漏洩レ
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ベル内に高漏洩レベル又は急速な変化を検出した場合に、モデル加重最大流量QWPMをリセ
ットすることができる。この場合に、被験者が呼吸低下を経験しているか否かを決定する
のに十分な情報は存在しないであろう。従って、モデル加重最大流量QWPMを発生するのに
十分なデータが存在しなければ、圧力支援装置は、データの収集を継続して、この情報を
発生する。モデル加重最大流量QWPMが存在すれば、圧力支援装置は、ステップ１９２に移
行する。
【００８１】
　ステップ１９２では、作動閾値を決定する。作動閾値の目的は、被験者が呼吸低下に至
る比較的大きな一つの呼吸作用を有することを確実に決定することにある。この比較的大
きな呼吸作用は、呼吸低下を検出する範囲外にある加重最大値（ピーク）を有するはずで
あり、この範囲内にあるより小さい呼吸作用を検出することができる。呼吸低下検出範囲
外にある呼吸作用を最初に発見せずに、例えば、被験者が新しい呼吸低下作用を開始した
か又は既存の呼吸低下作用を単に継続しているか否かを決定することは困難である。本発
明の例示的な実施の形態では、現在のモデル加重最大流量QWPMの６０%に作動閾値を設定
する。
【００８２】
　ステップ１９４では、現在の加重最大流量QWpeakを作動閾値と比較して、比較的大きな
流入呼吸作用を検出する。このような呼吸作用を検出しなければ、即ち、現在の加重最大
流量QWpeakが作動閾値より小さい場合に、圧力支援装置は、ステップ１９０に戻り、この
動作を反復する。しかしながら、作動閾値外の加重最大流量を含む呼吸作用を検出した場
合に、圧力支援装置は、ステップ２００に移行する。
【００８３】
　ステップ２００では、モデル加重最大流量QWPMの５０%として呼吸低下検出閾値を決定
する。ステップ２０２では、現在の吸気段階の加重最大流量QWpeakは、ステップ２００で
計算した検出閾値と比較される。現在の加重最大流量QWpeakがモデル加重最大流量QWPMの
５０%より大きく又は５０%に等しい場合に、圧力支援装置は、ステップ２００に戻る。し
かしながら、現在の加重最大流量がモデル加重最大流量の５０%に満たない場合は、圧力
支援装置は、ステップ２０４に移行し、呼吸低下事象の発生に対する監視を開始する。
【００８４】
　ステップ２０４では、呼吸低下検出の開始の際にモデル加重最大流量は、固定され又は
記憶されて、他の閾値の決定に使用される。モデル加重最大流量QWPMの固定された値QWPM
clampedを使用して、ヒステリシスレベルを決定する。ヒステリシスレベルは、値QWPMcla
mpedの６０%に設定され、圧力支援層散は、ステップ２０６に進む。また、固定された値Q

WPMclampedを使用して、加重最大流量QWpeakである第１の終了閾値が設定され、加重最大
流量QWpeakは、監視する吸気波形に合致しなければ呼吸低下検出過程を終了できない。第
１の呼吸低下終了閾値は値QWPMclampedの７５%に設定される。ステップ２０４では、新規
作動閾値が計算される。ステップ１９２で計算した作動閾値は最早有効ではなく、特に、
ステップ１９２で作動閾値を計算して以降、相当の時間が経過すれば、新規作動閾値が計
算される。作動閾値は、現在のモデル加重最大流量QWPMの６０%に設定される。
【００８５】
　ステップ２０６では、呼吸低下監視過程を停止すべきか否かの決定が行われる。例えば
、廃棄事象が発生し又は加重最大流量がヒステリシスレベルを超えた場合に、これを行う
ことができる。例えば、検出モジュールに付与されるデータが異常データを含み又は不完
全であるときに、廃棄事象が発生する。呼吸低下監視過程がステップ２０６で停止する場
合に、圧力支援装置は、ステップ２０４で計算した作動閾値に対して現在の加重最大流量
QWpeakをステップ２０７で照合する。現在の加重最大流量QWpeakが作動閾値より大きい場
合、圧力支援装置は、ステップ２００に戻る。現在の加重最大流量QWpeakが作動閾値より
小さいかこれに等しい場合、圧力支援装置は、ステップ１９０に戻る。
【００８６】
　現在の加重最大流量QWpeakが作動閾値より大きい場合に、ステップ１９０ではなく、ス
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テップ２００に戻る理由は、呼吸低下が発生していることを決定するのに十分に大きい呼
吸作用を被験者が既に行っているためである。このように、作動閾値を再度計算する必要
がなく、その代わりに、圧力支援装置は、ステップ２００に戻り呼吸低下の検出を開始す
る。
【００８７】
　ステップ２０６から呼吸低下監視過程を継続すれば、圧力支援装置は、呼吸低下検出閾
値以下の加重最大流量QWpeakで十分な時間が経過したか否か及び十分な回数の呼吸周期を
発生したか否かをステップ２０８で決定する。好適で例示的な本実施の形態では、被験者
が呼吸低下を経験していることを確信するために、加重最大流量は、少なくとも１０秒の
間ヒステリシス閾値以下でなければならず、少なくとも２つの検出可能な呼吸周期が存在
しなければならない。このように、ステップ２０８では、１０秒が経過したか及び非零最
大流量レベルを有する２つの呼吸周期が発生したかが決定される。否定の場合、圧力支援
装置は、ステップ２０６に戻る。肯定の場合、圧力支援装置は、ステップ２１０にて第１
の終了呼吸作用の監視を開始する。第１の終了呼吸作用は、呼吸低下事象を終了する呼吸
である。
【００８８】
　呼吸低下事象の間に、一度呼吸低下監視をステップ２０４にて開始するとき、最小加重
最大流量を監視する。ステップ２１０では、これまで検出した２つの最低最小加重最大流
量が平均化される。この平均値は、２倍にされ、第１の終了呼吸作用を検出する際の第２
の呼吸低下終了基準として使用される。第２の呼吸低下終了基準の目的は、呼吸低下の間
に発生する比較的低い最大レベルからの大きな偏差を認めて、呼吸低下監視過程を終了す
ることにある。第１の呼吸低下終了基準は、QWPMclampedの７５%としてステップ２０４で
決定したことを想起されたい。
【００８９】
　ステップ２１２では、呼吸低下検出過程を停止すべきか否かの決定が行われる。これは
、例えば、真性の呼吸低下事象を正常に伴う期間を超えて呼吸低下が持続した場合又は廃
棄事象が発生した場合に行われる。本実施の形態では、この期間は、６０秒である。この
ように、ステップ２１２では、圧力支援装置は、呼吸低下状態が６０秒以上継続したか否
かを決定する。６０秒以上継続すれば、呼吸低下検出過程を停止し、全ての論理フラッグ
をリセットしかつ処理をステップ１９０に戻す。呼吸低下決定過程を継続する場合に、ス
テップ２１４では、現在の呼吸の加重最大流量が第１の終了閾値又は第２の終了閾値に該
当するか否かの決定を行う。
【００９０】
　現在の呼吸の加重最大流量がQWPMclamped（第１の呼吸低下終了基準）の７５%を超える
場合又は現在の呼吸の加重最大流量が、２つの非零最低加重最大流量（第２の呼吸低下終
了基準）の平均値の２倍より大きい場合に、有効な第１の終了呼吸が表示され、圧力支援
装置は、ステップ２１６に進む。有効な第１の終了呼吸がステップ２１４で検出されない
場合に、圧力支援装置は、ステップ２１０に戻り、第１の終了呼吸の監視を継続する。
【００９１】
　第１の終了呼吸をステップ２１４で一度検出すれば、次の後続呼吸は、ステップ２１６
で決定される第３の呼吸低下終了閾値に合致しなければならない。ステップ２１４では、
第３の呼吸低下終了閾値は、第１の終了基準閾値及び第２の終了基準閾値の最大値の８０
%に設定される。
【００９２】
　ステップ２１８では、第１の終了呼吸直後の次の呼吸の加重最大流量が第１の終了基準
閾値と第２の終了基準閾値の最大値の８０%であるか否かを決定する。８０%の場合に、呼
吸低下監視過程は終了し、ステップ２２０で呼吸低下を検出したことが表示される。８０
%でない場合に、呼吸低下検出過程は停止され、全ての論理フラッグはリセットされ、処
理はステップ２００に戻る。
【００９３】
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　要するに、呼吸低下を検出するには、下記の基準に合致しなければならない：
　ａ）　有効なモデル加重最大流量データQWPMが存在しなければならない（ステップ１９
０）；
　ｂ）　呼吸低下検出範囲外に流入呼吸が存在しなければならない（ステップ１９２及び
１９４）；
　ｃ）　呼吸の加重最大流量は、呼吸低下決定閾値より低くなければならない（ステップ
２０２）；
　ｄ）　後続の呼吸の加重最大流量は、少なくとも１０秒間のヒステリシス閾値より低い
ままで、少なくとも２回の呼吸を検出しなければならない（ステップ２０６及び２０８）
；
　ｅ）　呼吸の加重最大流量は、第１の終了閾値又は第２の終了閾値（ステップ２１４）
のより小さい方より高く上昇し、次の呼吸は、第１の終了閾値及び第２の終了閾値に基づ
いて設定される第３の終了閾値より高くなければならない；
　ｆ）　呼吸低下事象の持続期間は６０秒を超えてはならない（ステップ２１２）；及び
　ｇ）　廃棄事象が発生してはならない（ステップ２０６及び２１２）。
【００９４】
　４．　無呼吸検出
　呼吸低下の検出と同様に、無呼吸／呼吸低下検出モジュール１６４は、各呼吸周期の加
重最大流量をモデル加重最大流量と比較することにより、被験者が無呼吸を経験している
か否かを決定する。詳細には、現在の加重最大流量QWpeakがモデル加重最大流量QWPMの２
０%未満に該当する場合に、無呼吸検出過程を開始する。これが発生すると、無呼吸監視
過程の開始時にモデル加重最大流量QWPMは固定され又は記憶される。また、固定したモデ
ル加重最大流量QWPMclampedを使用して、加重最大流量を表す無呼吸終了閾値を設定し、
監視する吸気波形が加重最大流量に合致しなければ、無呼吸検出過程を終了できない。無
呼吸終了閾値は、QWPMclampedの３０%として設定される。この場合に、無呼吸は、優先性
を有し、呼吸低下の検出を無効にし、リセットし又は一時的に無作動にする。
【００９５】
　加重最大流量が予め決められた期間中に終了閾値以下のままの場合に、一度無呼吸監視
過程が開始すると、無呼吸事象の開始が表示される。呼吸低下検出と無呼吸検出との両方
が同時に行われることも注意すべきである。
【００９６】
　本発明者は、無呼吸事象中に、被験者が時々瞬間的な呼吸動作を行うことができること
を認識した。図８は、無呼吸２２４がほぼ２２６で発生し、ほぼ２２８で終了する例示的
被験者流量波形２２２を示す。被験者は、無呼吸２２４間に、非常に短期間ではあるが、
比較的高い最大流量の呼吸バースト２３０と認められる呼吸作用を行った。このような呼
吸バーストの前後での期間２３２の間に被験者流量は、無呼吸に典型的な比較的低いレベ
ルであった。本発明は、無呼吸の発生を監視する一時的なバースト２３０を有効に無視す
ることを企図する。このようなバーストを無視しなければ、無呼吸検出器がバーストを誤
って考慮して、無呼吸としてのこの手順を無視する可能性がある。
【００９７】
　５．　無呼吸／呼吸低下監視
　呼吸低下事象の発生及び無呼吸事象の開始信号は、無呼吸／呼吸低下検出モジュール１
６４により検出され、Ａ／Ｈ監視モジュール１６６に送出され、Ａ／Ｈ監視モジュール１
６６は、無呼吸／呼吸低下コントローラ１６８が圧力発生装置の制御を行うことを要求す
べきか否か決定しなければならない。本発明の現在好適な実施の形態では、無呼吸／呼吸
低下検出モジュール１６４により前記の方法で決定したように、予め決められた期間内に
２つの無呼吸事象又は２つの呼吸低下事象が発生した場合に、Ａ／Ｈ監視モジュール１６
６は、要求プロセッサ１０６に制御要求を発生する。現在の好適な実施の形態では、この
期間は、３分移動窓である。しかしながら、この窓期間を変更できることを当業者は理解
できよう。
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【００９８】
　また、本発明は、無呼吸事象と呼吸低下事象とが混合して発生した場合に、Ａ／Ｈ監視
モジュール１６６が要求プロセッサ１０６に制御要求を発生することを企図する。例えば
、予め決められた期間内に２つの無呼吸と呼吸低下とが発生した場合に、Ａ／Ｈ監視モジ
ュールは、制御要求を発生する。
【００９９】
　６．　無呼吸／呼吸低下圧力制御
　一度、無呼吸／呼吸低下コントローラ１６８に制御が授与されると、無呼吸／呼吸低下
コントローラ１６８は、最初に圧力を徐々に１cmH2O上昇させて、３０秒間圧力をこのレ
ベルに保持する。３０秒保持期間経過後に、無呼吸／呼吸低下コントローラ１６８は、制
御（後述の状態を保持する通常自動ＣＰＡＰコントローラに対する）を解除する。無呼吸
／呼吸低下コントローラ１６８への制御を許可する基準に再び合致すれば、無呼吸／呼吸
低下コントローラ１６８は、この過程を反復し、被験者圧力を１cmH2O上昇させ、３０秒
間圧力を保持させる。無呼吸／呼吸低下コントローラ１６８は、無制限に圧力を８cmH2O
増加させることができる。８cmH2Oより高い圧力で無呼吸又は呼吸低下を検出したとき、
後述のように、付加的圧力制御制限を行う。
【０１００】
　更に記載する本発明の実施の形態では、無呼吸／呼吸低下検出モジュール１６４は、閉
塞性無呼吸／呼吸低下事象と中心性無呼吸／呼吸低下事象との相違を検出できないが、無
呼吸／呼吸低下コントローラ１６８を使用してこれを補償する。即ち、無呼吸／呼吸低下
コントローラ１６８は、制限され又は圧力が既に閾値を超えている場合に、圧力上昇を制
限する場合もある。閉塞性事象は、圧力の上昇により解決することができる。しかしなが
ら、中心性無呼吸は圧力上昇に応答しないと一般的に考えられている。従って、無呼吸が
発生したために圧力を上昇しても更に無呼吸が発生する場合に、比較的高い圧力、例えば
１１cmH2Oで発生する無呼吸は、中心性であり、閉塞性無呼吸ではない。何れの場合でも
、付加的な圧力増加は望ましくない。
【０１０１】
　この目標を達成するため、無呼吸／呼吸低下監視モジュール１６４により無呼吸又は呼
吸低下制御要求がなされたとき、無呼吸／呼吸低下コントローラ１６８は、目標無呼吸／
呼吸低下治療限度を設定する。現在の好適な実施の形態では、無呼吸／呼吸低下監視モジ
ュール１６４が制御要求を始動したとき、被験者に供給される圧力より３cmH2O高く目標
無呼吸／呼吸低下治療限度が設定される。しかしながら、被験者圧力が８cmH2O又はそれ
以下の場合に、目標無呼吸／呼吸低下治療限度は、１１cmH2Oに設定される。一度設定さ
れると、新規な無呼吸／呼吸低下事象が存在しない場合に一定時間が経過するまで、目標
無呼吸／呼吸低下治療限度は適当な値のままである。現在、本発明は、これを８分の時間
間隔に設定し、如何なる新規の無呼吸／呼吸低下制御要求がなくても目標無呼吸／呼吸低
下治療限度が設定された後に８分経過すれば、目標無呼吸／呼吸低下治療限度を消去する
。
【０１０２】
　圧力支援装置により発生する被験者圧力に対する例示的な圧力曲線２３６を示す図９か
ら明らかな通り、被験者での圧力が８cmH2Oの場合に、無呼吸／呼吸低下制御要求が点２
３８で許可されると、目標無呼吸／呼吸低下治療限度２４０は、１１cmH2Oに設定される
。無呼吸／呼吸低下治療期間２４２の間では、圧力を１cmH2O上昇した後３０秒間保持し
、無呼吸／呼吸低下コントローラ１６８により点２４４で制御を解除する。期間２４６の
間では、例えば下記の自動ＣＰＡＰモジュール等の他の制御モジュールにより圧力支援装
置の制御を行なう。この例の目的に対し、この期間の間、被験者圧力を１cmH2Oだけ増加
した。１０cmH2Oである点２４８では、他の無呼吸／呼吸低下制御要求が授与され、他の
無呼吸／呼吸低下治療期間２４２が発生する。この期間の終端（点２５０）では、被験者
圧力は、目標無呼吸／呼吸低下治療限度２４０の１１cmH2Oである。
【０１０３】
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　点２５０又は目標無呼吸／呼吸低下治療限界を超えた如何なる圧力で、Ａ／Ｈ監視モジ
ュール１６６が他の無呼吸／呼吸低下制御要求を行う場合に、要求プロセッサ１０６は、
無呼吸／呼吸低下コントローラ１６８への制御を更に管理するが、現在の被験者圧力が目
標無呼吸／呼吸低下治療限度にあり又はそれ以上であるため、無呼吸／呼吸低下コントロ
ーラ１６８は、被験者圧力の更なる増加が阻止される。その代わりに、無呼吸／呼吸低下
コントローラ１６８は、圧力減少期間２５４の間に、予め決められた量、例えば２cmH2O
だけ点２５２まで被験者圧力を減少する。
【０１０４】
　期間２５４の終端で、例えば、線２５６に示すように一定に保持するか又は線２５８に
示すように一定に保持する。圧力を点２５２に保持すべきか２５２から減少させるべきか
否かの決定は、現在の圧力、即ち点２５２での被験者圧力と鼾治療圧力とを比較すること
により行われる。鼾コントローラを作動しない場合に圧力支援装置に記憶された鼾治療圧
力がなければ、圧力は線２５６上に保持される。鼾治療圧力が存在しかつ鼾治療圧力より
２cmH2O以上高いように、現在の圧力が、鼾治療圧力より予め決められた量高い場合、無
呼吸／呼吸低下コントローラ１６８は、鼾治療圧力より予め決められた量高いレベルに圧
力を減少し、期間２６０の間に線２５８に示すように、圧力を低いレベルに保持する。本
発明は、鼾治療圧力より高い１cmH2Oに圧力を減少する。
【０１０５】
　圧力の低下が開始する点２５０以来予め決められた期間が経過するまで、無呼吸／呼吸
低下コントローラ１６８は、期間２６０の間、被験者圧力を一定に保持する。被験者を安
定させるため、保持（ホールドオフ）期間が設けられる。現在好適な実施の形態では、２
cmH2Oの開始が減少して１５分経過するまで圧力が一定に保持される。本発明は、被験者
が安定するのに十分な時間である限り、保持期間の持続時間を他の時間長さに設定するこ
とを企図する。より高順位レベルのコントローラによりこの保持過程を中断し、リセット
することができる。１５分の保持終端で、Ａ／Ｈコントローラ１６０により、目標無呼吸
／呼吸低下治療限度が消去され、制御が放棄される。
【０１０６】
Ｈ．　可変呼吸制御層
　次項で説明する自動ＣＰＡＰ（持続陽圧呼吸、continuous positive airway pressure
）コントローラは、ある睡眠段階に付随する安定する周期的な呼吸パターンの傾向のある
能力に依存する。被験者が急速眼球運動（REM）睡眠中に又は苦痛を受けて覚醒している
とき、呼吸は更に不安定な傾向にあり、自動ＣＰＡＰ動向検出は不安定となる。従って、
被験者の呼吸パターンが変化し過ぎる場合に、自動ＣＰＡＰコントローラを中断すること
が重要である。本質的に、可変呼吸制御層は、自動ＣＰＡＰ制御層の過度不安定状態を防
止する。
【０１０７】
　図２に示すように、第７の優先順位を割り振られた可変呼吸制御層は、可変呼吸検出モ
ジュール２７０と、可変呼吸監視モジュール２７２と、可変呼吸コントローラ２７４とを
有する。下記に詳述するように、可変呼吸制御層は、動向付けされた加重最大流量データ
の分散を統計的に分析して不安定な呼吸パターン又は被験者応答中の突然の変化を検出す
る。作動されたとき、可変呼吸制御モジュール２７４は、自動ＣＰＡＰコントローラに対
して優先順位を有するので、可変呼吸監視モジュール２７２により有効な可変呼吸表示が
行われ、圧力支援装置の制御は、可変呼吸コントローラに振り向けられる。要するに、呼
吸が不安定になりかつ如何なる必要な圧力変化も適正に管理できれば、可変呼吸コントロ
ーラの作動により自動ＣＰＡＰコントローラの操作が中断される。
【０１０８】
　１．　可変呼吸検出及び監視
　好適な本実施の形態では、可変呼吸検出モジュール２７０は、４分窓である移動窓中の
加重最大流量QWpeakを監視する。本質的に、検出モジュールは、加重最大流量情報の価値
のある４分の傾向にあり、この情報が過度に不安定になっているか否か決定する。図１０
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A及び図１０Bは、加重最大流量の分散例を示すグラフである。図１０A及び図１０Bでは、
加重最大流量は、領域２７８内の動向線２７６の周囲に比較的接近する群を形成し、領域
２８０内では動向線から比較的分散する。動向線２７６は、現在の４分窓の間に収集され
る加重最大流量データに基づき何らかの従来の統計分析技術を使用して決定される最良適
合線である。図１０Aと図１０Bとの間の主要な相違は、図１０Bの動向線を非零傾斜に示
す点である。これは、動向線が収集したデータ点に基づく最良適合線である事実を強調す
るために行われる。
【０１０９】
　点線２８２に示すように、可変呼吸検出モジュール２７０は、監視窓間に捕集される加
重最大流量データの標準偏差を決定する。最良適合動向線２７６に基づいて標準偏差を計
算する点に注意すべきである。また、領域２７８内の標準偏差２８４は、領域２８０内の
標準偏差２８６より小さく、加重最大流量データは、領域２８０内ではより可変であるこ
とを示すことが明らかである。
【０１１０】
　本発明者は、加重最大流量データの変化度の特定値として標準偏差のみを使用しても、
確実に正確な結果が得られない場合がある。これは、平均被験者流量が比較的少ないとき
の加重最大流量データの標準偏差をより高い平均被験者流量の同一の標準偏差に対し正確
に比較できないためである。従って、本発明は、平均被験者流量に対する標準偏差の基準
化を探索して、データ中の偏差分析時に、平均流量を考慮する。
【０１１１】
　図１１は、平均被験者流量と調整された平均被験者流量との関連性を示す基準化曲線２
９０を示すグラフである。調節された平均流量（縦軸）は、実際の平均流量（横軸）に一
対一で一致することがこのグラフから理解できよう。４分窓の被験者平均流量が領域２９
２内にあれば、この平均流量への調整は不要である。また、調節した平均流量と実際の平
均流量との間では１／２～１の関係を有する第１の領域２９４も存在する。従って、実際
の平均流量が１５リットル／分（lpm）から２５リットル／分の間にある領域２９４に該
当する場合に、調節した平均流量は曲線２９０に基づいて計算される。また、実際の平均
流量が減少する場合でも調節した平均流量を基線に固定する平坦領域２９６も存在する。
このように、実際の平均流量が１５リットル／分に満たなければ、調整した平均流量は、
２０リットル／分に固定される。
【０１１２】
　曲線２９０の特殊な形状及び種々の領域間の線図は、変化することを理解すべきである
。例えば、図示を省略するが、本発明は、平均流量が予め決められた値、例えば領域２９
８内での値を超える場合に、平均流量値を固定することも企図する。
【０１１３】
　可変呼吸数(VB#)は、標準偏差（standard deviation）を調節した平均流量（adjusted 
mean flow）により除した下式により計算される：
【０１１４】
【数５】

【０１１５】
　可変呼吸検出モジュール２７０により実行される可変呼吸検出過程の最終結果は、この
可変呼吸数である。VB#が高いほど、加重最大流量データは、益々変化しやすくなる。
【０１１６】
　可変呼吸検出モジュール２７０から可変呼吸数が付与される可変呼吸監視モジュール２
７２は、この数と閾値とを比較して、可変呼吸コントローラ２７４が自動ＣＰＡＰコント
ローラからの制御を受け継ぐことをいつ要求すべきかを決定する。図１２は、被験者が可
変呼吸を経験することを示しかつ圧力支援装置の制御を要求するヒステリシス閾値基準を
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示すグラフである。
【０１１７】
　図１２に示すように、上方閾値３００及び下方閾値３０２は、予め設定される。これら
の閾値を経験値データから決定することが好ましい。線３０４により表示される可変呼吸
数(VB#)が上方閾値３００を超えるとき、可変呼吸監視モジュール２７２は可変呼吸であ
ることを表示して要求プロセッサ１０６に制御要求信号を発生する。これは、図１２の点
３０６で発生する。可変呼吸監視モジュール２７２は、可変呼吸であることを継続的に判
断し、上方閾値３００未満に該当する場合でも継続的に制御を要求する。要するに、可変
呼吸の活性表示が点３０６でオンされ、VB#が点３１０で下方閾値３０２より低くなるま
で領域３０８上に留まる。可変呼吸の活性表示がオンの間に、可変呼吸コントローラ２７
４は、要求プロセッサ１０６から圧力支援の制御要求信号を発生する。
【０１１８】
　同様に、可変呼吸監視モジュール２７２は、そこで、可変呼吸がないと継続的に判断す
るので、VB#が下方閾値３０２の上に上昇しても制御を要求しない。即ち、可変呼吸の活
性表示を点３１０でオフし、VB#が点３１４で発生する上方閾値３００を超えるまで領域
３１２中オフに保持する。
【０１１９】
　２．　可変呼吸圧力制御
　一度可変呼吸コントローラ２７４に圧力支援装置の制御が授与されると、下記の通り自
動ＣＰＡＰコントローラが取っている動作に基づいてなんらかの初期動作を行う。この初
期動作の後に、可変呼吸コントローラ２７４は、独立した圧力制御動作を実行する。図１
３は、本発明の可変呼吸制御モジュールの圧力制御動作を示すグラフである。
【０１２０】
　図１３に示すように、可変呼吸コントローラ２７４により実行される圧力制御作用は、
ａ）活性応答領域３２０と、ｂ）圧力保持領域３２２と、ｃ）緩慢傾斜領域３２４の３つ
の領域に小区分化される。これらの各領域内の可変呼吸コントローラ２７４により実行さ
れる圧力制御を下記に順次説明する。図１３で供給される圧力は不連続に変化するように
見えるが、これは各領域を便宜的に図示する方法に過ぎない。実際には、領域３２０の終
端圧力は、領域３２２で行われる圧力制御の始端圧力である。同様に、領域３２２の終端
圧力は、領域３２４内で実行される圧力制御への始端圧力である。
【０１２１】
　領域３２０では、欄Ａは、圧力支援装置の動作が可変呼吸コントローラ２７４に引き継
がれる前の圧力支援装置により可能な圧力制御動作を示す事前圧力曲線を示す。欄Ｂは、
従来の曲線に基づいて可変呼吸コントローラ２７４により発生する対応する圧力制御曲線
を示す。症例１では、事前圧力は平坦（増加も減少もしない）である。この場合、可変呼
吸コントローラ２７４は、圧力曲線３２８に示すこのレベルのまま被験者に圧力を供給す
る。
【０１２２】
　症例２では、事前圧力３３０は増加する。この場合、可変呼吸コントローラ２７４は、
圧力曲線３３２に示すように、毎分０.５cmH2Oの速度で被験者に供給する圧力を初期に減
少する。減少の規模は、事前圧力３３０で増加した規模に依存する。圧力減少３３２は、
可変呼吸作用を発生する可能性のある事前圧力増加３３０を消去するように意図される。
しかしながら、圧力降下３３２の全減少量は、２cmH2Oに限定される。圧力低下３３２の
後に、可変呼吸作用コントローラ２７４は、圧力曲線３３４に示すように、圧力を固定状
態に保持する。
【０１２３】
　症例３では、事前圧力３３６は減少する。この場合、可変呼吸コントローラは、圧力曲
線３３８に示すように、０.５cmH2Oの速度で被験者に供給する圧力を初期に増加する。増
加３３８の規模は、事前圧力３３６の減少規模に依存する。圧力増加３３８は、可変呼吸
を発生した事前圧力減少を消去するように意図される。しかしながら、圧力３３の全増加
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は、２cmH2Oに限定される。圧力増加３３８の後に、可変呼吸コントローラ２７４は、圧
力曲線３４０に示すように、圧力を固定状態に保持する。
【０１２４】
　本発明の現在好適な実施の形態では、欄Ｂの領域３２０の前記症例により圧力を供給す
る持続期間は５分に設定される。従って、圧力曲線３２８（症例１）、圧力曲線３３２-
３３４（症例２）又は圧力曲線３３８-３４０（症例３）は、５分又は可変呼吸状態が消
去されるまで実施される。その後、圧力は、領域３２２の圧力操作により制御される。し
かしながら、この持続時間を持続時間の範囲にわたり変更することができる。
【０１２５】
　領域３２２では、圧力は、圧力曲線３４２（症例４）に示すように、一定値に保持する
か又は圧力曲線３４４（症例５）に示すように、減少した後に固定するパターンを有する
。圧力を固定する（症例４）か圧力を減少する（症例５）かの決定は、領域３２０の終端
での被験者圧力を示す現在の圧力を鼾治療圧力と比較することにより行われる。これは、
図９に関する前記無呼吸／呼吸低下コントローラ１６８の圧力制御操作と類似である。
【０１２６】
　鼾コントローラが作動されず、圧力支援装置内に鼾治療圧力が記憶されていない場合に
、圧力は圧力曲線３４２に示すように一定に保持される。鼾治療圧力が存在し、現在の圧
力が鼾治療圧力より２cmH2O以上のように予め決められた量よりも高ければ、可変呼吸コ
ントローラ２７４は、圧力曲線３４４に示すように、予め決められた量だけ鼾治療圧力よ
り高いレベルに圧力を減少し、線３４６に示すように、領域３２２の持続期間にわたり圧
力を低レベルに保持する。本発明は、圧力低下３４４の間に鼾治療圧力＋１cmH2Oに圧力
を減少する。
【０１２７】
　現在の好適な実施の形態では、領域３２２の前記実例により付与される圧力の持続時間
は１５分に設定される。このように、１５分の間又は可変呼吸状態が消去されるまで、圧
力曲線３４２（症例４）又は圧力曲線３４４-３４６（症例５）が与えられる。その後、
領域３２４の圧力操作により圧力は制御される。しかしながら、持続時間の１５分の持続
時間を変更できることを理解すべきである。
【０１２８】
　領域３２４では、単一の圧力制御操作のみが存在する。即ち、被験者に供給される圧力
は、圧力曲線３４８に示すように、徐々に下方に傾斜する。この下方圧力傾斜は、最小シ
ステム圧力に達するまで又は可変呼吸状態が消去されるまで継続される。
【０１２９】
Ｉ．　自動ＣＰＡＰ制御層
　自動ＣＰＡＰ制御層は、全制御層の中で第８番目の最下優先順位が割り振られる。その
結果、この層により実行される圧力制御操作は、他の如何なるコントローラが作動される
場合に中断される。図２に示すように、自動ＣＰＡＰ制御層は、自動ＣＰＡＰ検出モジュ
ール３５０、自動ＣＰＡＰ監視モジュール３５２及び自動ＣＰＡＰ制御モジュール３５４
を備えている。
【０１３０】
　自動ＣＰＡＰの下記説明により良好に理解できるように、この層の種々の構成要素は、
互いに非常に緊密に相互作用を行う。即ち、圧力支援装置がこの制御層内で動作を行いな
がら、自動ＣＰＡＰ監視モジュールの出力は、自動ＣＰＡＰコントローラがどのように被
験者での圧力を調整するかを指令するので、自動ＣＰＡＰ検出モジュール及び自動ＣＰＡ
Ｐ監視モジュールは、監視装置４４からの出力を連続的に分析している。自動ＣＰＡＰ制
御層は、不作動時制御層であり、他の制御層が制御を行っていない場合に自動的に動作し
ているので、他の制御層とは異なり、自動ＣＰＡＰ監視モジュールが要求プロセッサ１０
６からの制御を要求する必要はない。
【０１３１】
　自動ＣＰＡＰ制御層の一般的な目標は、例えば１分間に±０.５cmH2Oの緩慢な傾斜圧力
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を誘導して、治療圧力と称する圧力保持期間を設けることにある。流量波形に関連する一
定の変数を監視することにより圧力変化及び治療圧力に対する被験者の応答を評価して、
被験者流量波形が改善しているか、悪化しているか変化なしを表示しているか否かを決定
する。各呼吸に対し加重最大流量、真円度、平坦度及び呼吸の歪を表す値が計算される。
このデータは、記憶され、連続的な動作の中に長時間動向分析され、圧力支援装置により
被験者に供給する圧力を最大限に利用する。
【０１３２】
　１．　ピーク、真円度、平坦度及び歪
　前記の通り、自動ＣＰＡＰコントローラにより実行される自動ＣＰＡＰ制御過程の間に
、呼吸の吸気波形の加重最大流量、真円度、平坦度及び歪が決定される。吸気波形の前記
特性の各々は、自動ＣＰＡＰ検出器３５０により長時間動向分析され、動向値を発生する
。この動向値は、自動ＣＰＡＰ監視モジュール３５２に供給され、そこで、下記に詳述す
る票決グラフに動向値を使用して、自動ＣＰＡＰコントローラが何の作用を行うかを決定
する。従って、本発明は、前記吸気波形特性をどのように計算するかを最初に理解するこ
とが重要である。
【０１３３】
　加重最大流量QWpeakの計算を無呼吸／呼吸低下検出モジュール１６４について検討した
。従って、吸気波形特性の更なる説明を要しない。
【０１３４】
　吸気波形の真円度特性を計算するため、本発明では被験者吸気波形を正弦波と比較する
。図１４Ａ～図１４Ｃは、それぞれ５%体積と９５%体積とにそれぞれ相当するこの波形の
点３６２と点３６４を含む例示的被験者吸気波形３６０を示す。波形３６０を正弦波と比
較することは、最良の可能性のある比較を行うため、被験者吸気波形が正弦波に一致する
こと又はその逆が要求される。このため、正弦波を被験者吸気波形上に一致させるように
、複数の過程を実行しなければならない。
【０１３５】
　第１に、被験者吸気波形３６０上に正弦波の始点と終点とを配置するのに使用する正弦
基線値を計算する。正弦基線値は、平坦度平坦基線（ＦＦＢ）値の１／２として定義され
る。正弦波基線（１／２ＦＦＢ）に相当する線３７０が吸気波形３６０と交差する点３６
６と点３６８は、吸気波形上に被さる正弦波の始点と終点として選択される。従って、作
業は、点３６６と点３６８とを吸気波形３６０上に配置することである。
【０１３６】
　本発明は、例えば５%体積点３６２及び９５%体積点３６８等の既知の目標値から開始し
て吸気波形上の複数の点を探索することにより前記点の位置を設定する。図１４Ｂに示す
ように、吸気波形の始端又は基端を探索するとき、５%体積（点３６２）に対する流量値
が正弦基線値より小さい場合に、９５%体積点が配置される波形３６０の遠位端に向かっ
て上方に検索する。これに対し、５%体積（点３６２）の流量値が正弦基線値より大きい
場合に、波形３６０の基端又は始端に向かって下方に検索する。例示的な実施の形態では
、点３６２での流量は正弦基線値より大きいので、図１４Ｂの矢印３７０は、波形の基端
に向かって５%体積点からの下方検索を示す。
【０１３７】
　吸気波形の遠位端で検索するとき、９５%体積（点３６４）に対する流量値が正弦基線
値より大きい場合に、波形３６０の遠位端に向かって上方に検索する。他方、９５%体積
（点３６４）に対する流量値が正弦基線値より小さい場合、５%体積点が配置される波形
３６０の基端に向かって下方に検索する。例示的な実施の形態では、点３６４での流量が
正弦基線値より小さいので、図１４Ｂの矢印３７２は、９５%体積点からの下方検索を示
す。
【０１３８】
　正弦基線値に相当する波形３６０上の点の位置を検索する場合に、５%体積点等の目標
点で開始する探索は、正弦波の開始に相当すべき波形３６０上の正しい点を見つけること
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ができない。例えば、図１４Ｃに示すように、点３６２が正弦波基線値点より上方にあり
、上方に向かって探索を行う場合に、吸気波形の終端付近にある始点のように、誤って点
３６８を始点として探索することもある。例示する点３７６として示すように、９５%点
が正弦波基線値に相当する点より大きい場合に、矢印３７８に示すように、点３７６から
下方に探索が行われれば、同様の誤りが発生する。
【０１３９】
　これらの誤りを回避するため、本発明は、互いに横切る探索（矢印３７４及び３７６）
を行ったか否かを監視する有効性検査を行う。横切って探索を行えば、各探索により検出
される点を放棄し、その波形に対する真円度及び平坦度の計算を行わない。正弦波基線値
に相当する点を検出しなければ、同様の誤りと結果が発生する。例えば、これは、矢印３
８０に示すように、上方探索を点３６４から開始する場合に発生することがある。
【０１４０】
　図１５に示す正弦波テンプレート３８２に対する始点３６６と終点３６８とが一度分か
れば、正弦波の幅又は期間とその振幅との間の既知の関係を使用して、始点と終点とを有
する正弦波テンプレート３８２の振幅（正弦波振幅）を計算できる。図１５を参照された
い。例えば、被験者流量（Qpatient）を始点（Start point）から終点（End point）まで
積分した値を２πで除した正弦波振幅（Sine Amp）を下式により計算する。
【０１４１】
【数６】

【０１４２】
　本発明は、正弦波の既知の期間、即ち、始点と終点との間の時間及び計算した振幅から
、期間（Period）と正弦波振幅（Sine Amp）との比（Ratio）を決定する。換言すれば、
下式により比（Ratio）を計算する。
【０１４３】

【数７】

【０１４４】
　この比を決定する目的は、正弦波テンプレートの振幅を調整することにより複数の正弦
波テンプレートを互いに標準化することを試みる点にある。例えば、図１６Ａに示すよう
に、非常に高い比を有する正弦波テンプレート３８４は、非常に高くかつ薄い。例えば図
１６Ｂに示すように、非常に低い比を有する正弦波テンプレート３８６は、非常に低くか
つ幅広い。これらの２つの波形パターンの間の適合性は、典型的に極めてよいものではな
く、重要な結果を生じないので、これらの高く薄いテンプレート３８４又は短く広いテン
プレート３８６を実際の被験者吸気波形と比較しないことが好ましい。
【０１４５】
　前記の状態を説明するため、本発明は、複数の正弦波テンプレートの比を調節する。図
１７は、複数の正弦波テンプレートの比の調節に使用する標準化曲線３９０を示す。標準
化曲線３９０は、比の調節を行わない線形（一次）領域３９２を有する。正弦波テンプレ
ートが極めて高い比を有する線形領域３９２の上方では、標準化曲線３９０は、比を下方
に修正する第１の領域３９４と、固定領域３９６とを有する。図示の例示的実施の形態で
は、固定領域３９６は、実際の比がいかに高くても３６に固定される。正弦波テンプレー
トが極めて低い比を有する比線形領域３９２の下方では、標準化曲線３９０は、比を上方
に修正する第２の領域３９８と、固定領域４００とを有する。図示の例示的な実施の形態
では、実際の比がいかに低くても、調整される比は、８に固定される。
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【０１４６】
　例えば、図１７に示す特性から決定される調節比を使用して、一定に保持した期間と共
に、正弦波テンプレートの振幅を設定する。例えば、図１８Ａは、極めて比が低く、振幅
が極めて平坦な正弦波テンプレート４０２を示す。有効に比を調節してどのように正弦波
テンプレートの振幅を増加させるかを示す補正した正弦波テンプレート４０４も図示する
。図１８Ｂは、比が極めて高くて振幅が極めて高い正弦波テンプレート４０６を示す。有
効に比を調節してどのように正弦波テンプレートの振幅を減少させるかを示す補正した正
弦波テンプレート４０８も図示する。
【０１４７】
　被験者吸気流量に相当する正弦波テンプレートを決定しかつ補正した後に、必要に応じ
て従来の技術を使用して、補正した正弦波テンプレートの体積を計算する。アナログ演算
では、始点から終点まで補正した正弦波テンプレート全体を積分することにより体積を計
算する。デジタル演算では、始点から終点までの流量を合計しかつこの演算での積算数（
総和数）で割ることにより体積を計算する。
【０１４８】
　図１９Ａは、例示的な被験者吸気波形４１０と、前記のように決定した正弦波テンプレ
ート４１２を示す。被験者吸気波形４１０と正弦波テンプレート４１２との間に比較的大
きな偏差度が存在することがこの図から理解できよう。本発明は、矢印４１４に示すよう
に、正弦波テンプレートを有効に移動させて、被験者吸気波形を重ねることにより偏差を
説明する。
【０１４９】
　本発明の好適な実施の形態では、被験者吸気波形の中心Ｃを決定し、正弦波テンプレー
トの新しい中心として中心Ｃを使用することにより、被験者吸気波形に重ねるテンプレー
ト移動を達成する。平坦度平坦基線（ＦＦＢ）値に相当する吸気波形上の点４１６と４１
８とを見つけることにより被験者吸気波形４１０の中心Ｃを決定することができる。正弦
波基線値（１／２ＦＦＢ）に相当する既知の目標点３６６と３６８から上方又は下方に探
索することにより、平坦度平坦基線（ＦＦＢ）に相当する吸気波形上の点４１６と４１８
とを見つけることができる。この探索を矢印４２０と４２２により図示する。吸気波形４
１０上の複数の平坦度平坦基線（ＦＦＢ）点を見付けられれば、平坦度平坦基線（ＦＦＢ
）点（４１６と４１８）間距離の１／２として吸気波形の中心Ｃを得ることができる。吸
気波形の中心Ｃを見付ければ、正弦波テンプレート４１２を形成する配置点をこの中心に
ついて再計算することができる。
【０１５０】
　図２０について説明すると、２０%体積点と８０%体積点との間の平坦度平坦基線（ＦＦ
Ｂ）レベルの上方にある吸気波形４１０の体積を決定することにより平坦度レベルを計算
する。この結果に一定加重値を適用して、吸気波形の僅かな形状変化に殆ど影響されない
ようにすることができる。
【０１５１】
　デジタルプロセッサでは、単位時間当りの流量（Qp(t)）から平坦度平坦基線（Flatnes
s Flat Baseline）を減じた絶対値を２０%体積（20% Volume）から８０%体積（80% Volum
e）まで積分し、４と１００とを乗じて、２０%から８０%までの時間（T20%-80%）と平坦
度基線（Flatness Baseline）との乗数で除した平坦度（Flatness）を下式により決定す
ることができる：
【０１５２】
【数８】

【０１５３】
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　この関係では、一定値４は、吸気波形の形状変化に対する前記決定値の影響を減少させ
る加重一定値である。平坦値を百分率として表すように一定値１００を選択する。興味深
いことに、吸気波形が正弦曲線のときに、平坦度値は大きく、吸気波形が完全に平坦であ
るときに、零になることもある。
【０１５４】
　図２１に示すように、２０%体積点と８０%体積点との間で前記のように決定する正弦波
テンプレート４１２と被験者吸気波形４１０との差として真円度を計算する。斜線領域４
３０として図２１にこの差を示す。真円度の決定に一定加重値を適用して、吸気波形の僅
かな形状変化に対する影響を減少することが好ましい。
【０１５５】
　デジタルプロセッサでは、単位時間当りの流量正弦波（Flow Sine(t)）から単位時間当
りの流量（Qp(t)）を減じた絶対値を２０%体積（20% Volume）から８０%体積（80% Volum
e）まで積分し、２と１００とを乗じて、正弦波体積（Sine Volume）で除した真円度（Ro
undness）を下式により決定することができる。
【０１５６】
【数９】

【０１５７】
　興味深いことに、吸気波形が平坦の場合に真円度値は大きく、吸気波形が完全な正弦曲
線である場合に零になることがある。
【０１５８】
　図２２に示すように、吸気波形４３２を領域４３４、４３６及び４３８に最初に分割す
ることにより歪を計算する。各領域は、吸気波形の持続時間の１／３に相当する。各領域
の頂部流量の予め決められた量を平均化する。例えば、本発明の好適な実施の形態では、
各領域の頂部５%流量を平均化する。中央領域４３６の５%（Middle Region 5%）を左領域
の５%（Left Region 5%）で割ることにより、吸気波形の歪数（Skewness Number）を下式
により計算する：
【０１５９】

【数１０】

【０１６０】
　吸気波形を分割する具体的な方法及び各領域からの流量百分率を分析して、歪値を決定
する方法は変更することができる。
【０１６１】
　２．　自動ＣＰＡＰ検出モジュール
　自動ＣＰＡＰ検出モジュール３５０は、典型的な２.５～２０分のある時間中に収集さ
れる加重最大流量、平坦度、真円度及び歪データである各監視呼吸変数に関する２つの型
の動向分析を行う。第１は、長期動向分析であり、第２は、短期動向分析である。しかし
ながら、各型の動向分析は、まず分析用のデータを収集することを要する。動向分析に入
力されるデータが多いほど、当然可能性の高い分析が被験者の応答を表示する。
【０１６２】
　図２３に示すように、被験者の呼吸周期４４０の呼吸変数データを複数のデータセット
に分割し、各データセットは、多数の呼吸周期に関連するデータを含む。好適な本実施の
形態では、各データセットは、４つの呼吸周期の呼吸変数データを含む。
【０１６３】
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　前記のように、加重最大流量、真円度、平坦度及び歪である呼吸変数を各呼吸に対して
計算する。例えば、４つの呼吸の加重最大流量データを平均化しかつ使用して、動向分析
に使用する単一の評価値を決定する。真円度、平坦度及び歪である他の呼吸変数に対して
も同様の処理を行う。この結果は、動向分析の目的に使用するグラフ４４２に示す蓄積デ
ータとなる。
【０１６４】
　図２４は、４つの呼吸周期にわたる平均化呼吸変数データを表す各評価値の例示的動向
分析グラフを示す。複数のデータ評価点に対する最適合線４４４に示すように、このデー
タの動向分析は、最小二乗適合線の決定を含む。最適合線４４４の傾斜は、データの動向
が変化している度合いを示すことを理解できよう。次に、対象となる時間間隔にわたりこ
の最適合線についてのデータ評価点の標準偏差４４６を決定する。
【０１６５】
　このデータに基づいて異なる形式の変更分析を行うことができる。例えば、本発明は、
動向データの百分率変化及び差値を決定することを企図する。終点（end point）と始点
（start point）との差を平均値（mean）で除した百分率変化（% change）を下式により
計算する：
【０１６６】
【数１１】

【０１６７】
　但し、終点は、点４４８のように、収集されたデータの終端に近い最適合線４４４上の
点、始点は、点４５０のように、収集されたデータの始端に近い最適合線４４４上の点、
平均値（mean）は、始点（start point）と終点（end point）との間のデータ点の平均値
（mean）である百分率変化（% change）の等価計算式を下式として示すことができる：
【０１６８】
【数１２】

【０１６９】
　ここで、勾配（slop）は、最適合線４４４の傾斜度、動向長さ（tend length）は、始
点（start point）と終点（end point）との間の時間として示す動向の幅である。
【０１７０】
　終点（end point）と始点（start point）との間の差値（difference value）を下式に
より計算することができる：
【０１７１】
【数１３】

【０１７２】
この式の等価代表式を下式として表示できる：
【０１７３】

【数１４】

【０１７４】
　本発明の好適な実施の形態では、加重最大流量データを分析するとき、百分率変化のみ
を使用する。本発明の好適な実施の形態では、前記未処理測定値が既に百分率として表さ
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れているので、真円度、平坦度及び歪データを分析するとき動向データの差値のみを使用
する。前記のように、百分率変化又は差により限定される誤差窓を予め決められた閾値と
比較して、データ中の変化、即ち動向が許容可能なレベルを超えたか否かを決定する。分
析の型（百分率変化又は差）は動向分析に使用する未処理データの型に依存することに注
目しなければならない。
【０１７５】
　前記のように、各データ評価点が４つの呼吸周期の変数データの平均値を含むことを考
慮して、自動ＣＰＡＰ検出モジュール３５０は、蓄積されたデータ評価点の短期動向及び
長期動向を監視する。長期動向分析を行うとき、百分率変化又は差値（対象となる変数に
依存する）を対応時間にわたり評価して、これらの動向分析基準が予め決められた閾値外
に該当するか否かを決定する。短期動向分析を行うとき、新しく収集した各データ評価点
と被験者動作中に既に収集したデータ評価点と比較して、動向付けされたデータに対して
監視する変数内の偏差を検出する。
【０１７６】
　ａ．　長期動向
　長期動向分析を実行するため、最適合線の周辺にあるデータ評価点に対する関連する標
準偏差を含む動向付けされたデータの最適合線を使用して、動向誤差窓を決定する。動向
誤差窓は、動向データに対する誤差範囲を表す。動向誤差窓は、最適合線に対する標準偏
差、動向計算に使用するデータ評価点の数及び所望の信頼性レベルの関数であり、一度入
力基準（標準偏差、サンプル番号（データ評価点）及び信頼性レベル）を確立したとき、
参照用テーブル等の従来の技術を使用して決定される。
【０１７７】
　本発明では、動向誤差窓の選択に使用する信頼性レベルは、データの経験的評価に基づ
いて決定される。本発明の目的に対して、８０%信頼性レベルが動向誤差窓に適当である
ことを経験的分析から決定した。しかしながら、このレベルを変更しても重要な結果を得
ることができることは当業者に理解されよう。本質的に、８０%信頼性レベルを選択する
際に、本発明は、関連する分散データを含む最適合線が分析すべきデータの真実の動向を
示すことを考慮するものである。
【０１７８】
　動向誤差窓を決定すれば、前記のように検討した差値又は百分率変化に基づいて誤差窓
に前記誤差範囲を変換する。式１２及び１４で検討した計算を動向誤差窓に適用すること
によりこれを達成できる。この場合に、最適合線４４４及びその関連動向誤差を考慮する
傾斜の範囲により最適合線の傾斜が表される。一度誤差窓を差値又は百分率変化に変換す
れば、誤差窓は、自動ＣＰＡＰ検出モジュール３５０から自動ＣＰＡＰ監視モジュール３
５２に供給され、自動ＣＰＡＰ監視モジュール３５２は、前記のようにこの動向ベース情
報を使用して、供給圧力への被験者の応答変化を判断する。
【０１７９】
　ｂ．　短期動向
　短期動向分析は、供給される圧力に対して比較的迅速な被験者応答を区別することを試
みる。従って、時間に対する動向データ中の変化を監視するのではなく、自動ＣＰＡＰ監
視モジュール３５２と組み合わせた自動ＣＰＡＰ検出モジュール３５０の短期動向分析機
能は、２つの検出基準に対して発生するとき、各データ評価点を分析する。自動ＣＰＡＰ
検出モジュールは、短期動向基準を確立し、自動ＣＰＡＰ監視モジュール３５０は、前記
基準に対する新規に発生するデータ評価点を分析する。
【０１８０】
　自動ＣＰＡＰ検出モジュールにより決定される第１の短期動向基準は、予測間隔である
。予測間隔の目標は、新規に発生するデータ評価点を比較する値範囲を付与することにあ
る。最適合線、サンプル数又は動向分析計算のデータ点及び所望の信頼性レベルについて
のデータ点の標準偏差に基づく標準統計分析技術を使用して、予測間隔を決定する。本発
明では、予測間隔の選択に使用する信頼性レベルをデータの経験的評価に基づいて決定す
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る。短期動向分析の目的に対し、９５%信頼性レベルが適当であることをこの経験的分析
から決定した。しかしながら、このレベルを変更しても、重要な結果を得ることができる
ことは当業者に理解できよう。これらの基準に基づいて、予測間隔は、次に発生するデー
タ点がこの範囲値に該当する９５%の信頼性のある値範囲を表す。
【０１８１】
　自動ＣＰＡＰ検出モジュールにより決定される第２の短期動向基準は、データ収集開始
時に最適合線上のデータ点である「動向データ評価点の開始」に過ぎない。動向データ評
価点の開始は、図２４では、データ点４５０に類似する。長期動向に対して前述のように
、短期の百分率変化及び差を計算する。これは、前記式１１及び１３を使用して行われる
。短期動向の計算に対し、現在のデータ点の値として終点を定義し、図２４のデータ点４
５０に類似するように、始点を動向点の始点と定義する。後述のように、自動ＣＰＡＰ検
出モジュールと自動ＣＰＡＰ監視モジュール３５２までの間に、予測間隔と短期百分率変
化（又は長期動向の間に記載されるものに一致する個々の呼吸測定値に基づく差）が設け
られる。
【０１８２】
　３．　自動ＣＰＡＰ監視モジュール
　自動ＣＰＡＰ監視モジュール３５２は、票決過程で自動ＣＰＡＰ検出モジュール３５０
により供給される動向情報を使用して、気道に供給される圧力に対する被験者の応答を決
定することができる。例えば、自動ＣＰＡＰ監視モジュールは、被験者流量の波形形状が
改善されたか否か又は悪化したか否かを決定し、これにより気道流量拘束が改善している
か又は低下しているか否かを表示する。
【０１８３】
　ａ．　長期動向票決
　図２５は、長期動向分析により供給される情報上に行われる票決を図示により説明する
グラフ４５９である。グラフ４５９の中心に上部閾値４６２と下部閾値４６４により境界
を形成した票決窓４６１が設けられる。このグラフでは、１＝改善傾向、０＝変化なし、
１＝悪化傾向の３つの票決レベルがある。
【０１８４】
　自動ＣＰＡＰ検出モジュールにより実行される長期動向分析の間に計算される誤差窓４
６４に対応する関連する統計上の誤差と共に、動向付けされたデータを閾値４６０及び４
６２と比較する。全誤差窓は、割り当てられた閾値レベルを超えなければ票決１を発生し
ない。この閾値レベルは、測定値から測定値まで変更するが、代表的には、７%から８%の
範囲である。図２５では、８%値が選択される。領域４６８に示すように、全誤差帯４６
４が閾値レベル４６０を超えると、票決１が発生する。同様に、領域４６８に示すように
、全誤差帯４６４が閾値レベル４６２より下方になると、票決－１が発生する。他面、領
域４７０では、票決零(0)が発生する。
【０１８５】
　ｂ．　短期動向票決
　前記の短期動向分析及び下記の短期票決計画を指定して、被験者の流量波形形状に短期
変化又は比較的急激な変化を検出する。呼吸の単一群（即ち、４呼吸周期を含む１データ
点）を前記第１の短期動向基準及び第２の短期動向基準と比較し、長期動向データに関連
してその群が統計的に重大な変化を示したか否かを決定することによりこれを達成できる
。
【０１８６】
　(1)新規に発生したデータ評価点が予測間隔に等しいか又はその外側にある場合及び(2)
データ評価点が予め決められた閾値量だけ動向データ評価点の始点から異なる場合に、デ
ータ評価点は、長期動向の開始について重大な変化を示すものと認められる。従って、こ
れらの状態の両方が適合した場合に、短期動向は、データ評価点が動向データ評価点の開
始より上方にあるか又は下方にあるかによって票決１又は－１を発生する。別の状況では
、零(0)の票決を発生する。短期動向に使用される動向データ評価点の開始とデータ評価
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の範囲で変化する。
【０１８７】
　ｃ．　最終票決
　一度各個々の呼吸測定に対して長期票決及び短期票決が出された場合に、全測定からの
票決は単一の最終票決に蓄積される。下表は、最終票決過程を要約したものである：
【０１８８】
【表１】

【０１８９】
　各呼吸変数の「結果」欄に記載された値は、長期票決が零でなければ、長期票決値であ
る。長期票決が零の場合に、短期票決値は、その呼吸変数に対する結果欄に記載される。
これらの結果を総計して、最終票決を作成する。
【０１９０】
　本発明により実施する唯一の他の警告は、最終票決を総計するとき、平坦度結果が非零
であり、それが吸気波形形状、即ち真円度及び歪の形状に関連する他の非零票決呼吸変数
に矛盾する場合に、平坦度呼吸変数を無視することにある。これは、前記表の「ｃ」の次
にアスタリスクを付けて、ある状況では、平坦度値「ｃ」を無視することを意味するため
である。例えば、平坦度の結果は１で、真円度又は歪の変数のいずれかはａ－１で、最終
票決の合計では平坦度の結果を無視するものである。同様に、平坦度の結果が－１で、真
円度又は歪変数のいずれかがａ１で、最終票決の合計では、平坦度の結果を無視するもの
である。
【０１９１】
　前記表から最終票決ｘは、－４～４の範囲を有することができ、これを使用して、被験
者流量波形の形状に関する３つの主要な状態を決定することができる。被験者吸気流量の
状態は、気道に供給される圧力に対する被験者の応答も表示する。各状態に関連する最終
票決値及び圧力に対する被験者の応答を要約する３つの主要な状態を下記に示す：
　　1)　統計的に重要な悪化　　x≦-2
　　2)　統計的に変化なし　　　-2＜x＜2
　　3)　統計的に重要な改善　　x≧2
【０１９２】
　自動ＣＰＡＰコントローラが圧力を増加し、減少し又は一定に保持しているか否かから
独立して、これらの状態の全て３つとも決定することができる。下表は、各状態(1)、(2)
又は(3)が各ｘ値に該当する場合を要約する：
【０１９３】
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【表２】

【０１９４】
　下記に詳述するように、自動ＣＰＡＰコントローラ３５４により実行されるある圧力制
御操作の間に状態(2)と(3)との間に介入する第４の状態が加えられる。状態(2)と(3)との
間にあり、状態(2.5)と称するこの付加状態は、統計的に限界改善を示す被験者状態、即
ち、被験者吸気波形に相当する。この状態は、ある圧力制御操作の間の最後の票決が＋１
、即ち、ｘ＝＋１に等しいとき、発生すると認められる。圧力に対する被験者の応答を要
約する４つの状態及び各状態に関連する最終票決値ｘは、この状態に対し下記に表される
：
　　1)　統計的に重大な悪化　　x≦-2
　　2)　統計的に変化なし　　　2＜x＜1
　　2.5)　統計的に限界　　　　x＝1
　　3)　統計的に重要な改善　　x≧2
【０１９５】
　下表は、この状態で各状態(1)、(2)、(2.5)又は(3)が各ｘ値に該当する場合を要約する
。
【０１９６】
【表３】

【０１９７】
　自動ＣＰＡＰ制御層を被験者の状態変化に対しどのように微同調すべきか否かに依存し
てより多くの状態又は少ない状態も形成できることを理解すべきである。
【０１９８】
　４．　自動ＣＰＡＰ制御モジュール
　自動ＣＰＡＰコントローラは、現在の操作モードと共に、圧力支援装置により被験者の
気道に供給する圧力に対する被験者の応答表示である前記最終票決レベルを使用して、何
の作用を行うかを決定する。３つの一般的な場合を下記に表示して、自動ＣＰＡＰコント
ローラの動作を説明する。
【０１９９】
　ａ．　例１－始動
図２６は、例１の間の圧力支援装置から出力される圧力曲線５００を示す。圧力支援装置
をオンすると、保持期間５０２に入り、データを収集する。好適な実施の形態では、保持
期間は、５分間継続する。しかしながら、十分な量のデータを収集するのに十分な時間が
経過する限り、保持期間の持続時間を５分以外の値に設定することもできる。保持期間の
終端で、自動ＣＰＡＰコントローラ３５４は、１.５cmH2Oの目標で毎分約０.５cmH2Oの緩
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慢な増加速度で被験者圧力を増加させる回復状態を開始する。
【０２００】
　この圧力傾斜増加の間に、４つの状態(1)、(2)、(2.5)及び(3)を使用して、自動ＣＰＡ
Ｐ監視モジュール３５２により間断なく動向データを検査して、圧力傾斜増加の間に、被
験者流量波形が統計的に重大な悪化を経験したか－状態(1)、統計的に変化なしか－状態(
2)、統計的に限界改善か－状態(2.5)、又は統計的に重大な改善か－(3)を決定する。しか
しながら、圧力増加の開始以降、～２.５分経過するまでこの決定についての動作はない
。動向決定の目的で圧力支援装置が十分なデータを収集するように、この２.５分閉鎖窓
５０４が設けられる。例えば、２～４分の間で閉鎖間隔の持続時間を変更できることは理
解できよう。しかしながら、この閉鎖窓が長くなるほど、如何なる潜在的な呼吸障害を治
療するために圧力支援装置の応答性が低下する。
【０２０１】
　被験者吸気流量波形が傾斜圧力５０６の間に改善し又は悪化した場合に、例えば、被験
者状態が(3)から(2.5)に変化し又は被験者状態が(1)から(2)に変化するように、改善又は
悪化が終了するまで、圧力傾斜と動向決定を継続する。その後、圧力曲線５０８に示すよ
うに、５分保持期間を開始する。圧力傾斜の間に改善がない場合、即ち、被験者吸気流量
波形が同一の－状態(2)又は状態(2.5)のままである場合に、自動ＣＰＡＰコントローラ３
５４は、圧力曲線５１０に示すように、圧力を１.５cmH2O減少し、その後、５分の保持期
間５１２を開始する。この圧力制御手順を行って、流量波形内に流量限界が存在するか否
かを決定し、流量限界が最早存在しない理想的な圧力を発見する。何れかの保持期間の間
に流量限界を検出（被験者が状態又は睡眠段階を変更したことを示す）した場合に、緩慢
圧力増加を再び始動する。
【０２０２】
　ｂ．　例２－より高優先順位コントローラからの復帰
　典型的には一晩中反復する圧力支援治療が進行する間に、鼾コントローラ１４４又は無
呼吸／呼吸低下コントローラ１６８等のより優先順位の高い複数のレベルコントローラは
、前記のように、一時的に制御を行いかつ圧力変動を実行する。全活性高優先順位コント
ローラが一旦終了すれば、制御は、自動ＣＰＡＰコントローラ３５４に戻される。優先順
位のより高いコントローラから制御を受けたとき、自動ＣＰＡＰコントローラは、初期５
分保持期間を～３から３.５分期間に置き換えることを除き、前記例１に記載したのと同
一の動作を実行する。
【０２０３】
　ｃ．　例３－被験者圧力減少
　図２７Ａ及び図２７Ｂに示す圧力曲線５２０に示すように、例１又は例２の何れかから
最後の５分保持期間が完了するとき、次の探索手順が開始する。この探索手順では、曲線
５２２に示すように、圧力支援装置により供給される圧力は１分間に０.５cmH2Oの速度で
緩慢に低下される。圧力減少を開始する前に、呼吸測定動向は、利用可能なデータの最後
の３分まで初期化される。
【０２０４】
　０.５cmH2Oに圧力が減少した後に、動向データを断続的に検査して、圧力傾斜期間に被
験者吸気流量グラフが悪化したか否かを決定する。この動向分析では、３つの被験者状態
(1)、(2)及び(3)のみを考慮する。被験者流量グラフに悪化を検出（状態(2)）しなければ
、図２７Ａに示すように、最小システム圧力Pminに到達するまで、圧力傾斜と動向検出と
を継続する。その後、自動ＣＰＡＰコントローラ３５４は、前記のように、例１の圧力制
御を開始し、５分保持期間５０２を開始する。
【０２０５】
　圧力減少の間に、例えば、状態(2)から状態(1)に移動するように、被験者吸気流量グラ
フが悪化した場合に、曲線５２６に示すように、被験者圧力を迅速に１.５cmH2O増加し、
その後、曲線５２８に示すように、１０分以下の時間一定に保持する。図２７Ｂを参照さ
れたい。一度、１０分保持時間が終了すれば、自動ＣＰＡＰコントローラ３５４は、例１
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について説明したように直接回復状態に入り、圧力増加５０６を始動する。
【０２０６】
　この全体的な手順を行って流量限定が発生する圧力を決定し、その後、その圧力を理想
的な設定値まで上昇させる。この手順を一晩中反復して、被験者の状態が変化するように
最善の圧力を検出しかつ実用上の低いレベルに圧力を保持することにより快適性を改善す
る。何らかの保持期間（被験者が状態を変更し又は睡眠段階になったことを示す）の間に
流量限界を検出する場合に、緩慢な圧力傾斜上昇（回復状態）を再び始動する。
【０２０７】
　自動ＣＰＡＰコントローラが潜在的流量限界点を探索しているこの圧力減少の間に、鼾
発生の機会は増加する。このため、本発明は、鼾監視モジュール１４２により鼾コントロ
ーラが制御を行うことを要求する３つから２つに鼾事象の要求数を減少することを企図す
る。これは、圧力減少間隔の間に鼾に対するシステムの感度が有効に増加する。
【０２０８】
　保持期間５０２、５０８、５１２、５２０又は５２８等の如何なる保持期間の間に、自
動ＣＰＡＰコントローラ３５４は、例１で前記した回復状態に入り、被験者に最善の圧力
を供給することを試みることができる。例えば、被験者の吸気波形グラフが統計的に重大
な悪化（状態(1)）を経験していることを保持期間の間に分析された動向データが示した
場合にこれが発生することがある。
【０２０９】
Ｊ．　中心性対閉塞性無呼吸／呼吸低下事象の検出
　無呼吸／呼吸低下制御層の操作を検討した前記Ｇ項では、無呼吸／呼吸低下検出モジュ
ール１６４は、閉塞性無呼吸／呼吸低下事象と中心性無呼吸／呼吸低下事象との差を検出
できないことを指摘したが、被験者に圧力を供給する方法によりこの欠陥を補償すること
ができる。しかしながら、本発明の別の実施の形態では、無呼吸／呼吸低下検出モジュー
ル１６４を経て閉塞性無呼吸／呼吸低下事象と中心性無呼吸／呼吸低下事象との差を検出
することを企図する。これは、例えば、無呼吸／呼吸低下期間の間、無呼吸／呼吸低下期
間の終了直後又は下記のようにこれらの両方の期間の間に被験者吸気波形を監視すること
により達成される。
【０２１０】
　被験者が閉塞性無呼吸／呼吸低下事象を経験していることを検出すれば、Ｇ項に記載し
たように、被験者に圧力が供給される。しかしながら、被験者が中心性無呼吸／呼吸低下
事象を経験していれば、圧力を増加しないことが好ましい。被験者に供給される圧力を増
加しても中心性無呼吸／呼吸低下の段階を治療できないことが一般的に認識されている。
従って、本発明は、被験者が中心性無呼吸／呼吸低下を経験していると認められる場合に
、被験者に供給する圧力を現在のレベルに保持するか又は圧力を減少することも企図する
。
【０２１１】
　本発明の一実施の形態では、中心性無呼吸／呼吸低下事象を決定しても、無呼吸／呼吸
低下として無呼吸／呼吸低下検出モジュールが無呼吸／呼吸低下事象を拒絶することによ
り、現在のレベルに圧力を保持することが達成される。その場合に、圧力支援装置は、あ
たかも無呼吸／呼吸低下事象を検出しなかったように動作し、無呼吸／呼吸低下コントロ
ーラ１６８が圧力支援装置を制御することを要求しない。また、本発明は、被験者が中心
性無呼吸を経験していることを決定した場合に、被験者に供給される圧力を減少すること
を企図する。
【０２１２】
　本発明が閉塞性／拘束性無呼吸／呼吸低下事象と中心性無呼吸／呼吸低下事象とを区別
する方法を図２８～図３０について後述するが、図２８～図３０は、閉塞性／拘束性無呼
吸／呼吸低下事象（図２８及び図３０）の間及び中心性無呼吸／呼吸低下事象(図２９)の
間の例示的被験者流量波形を示す。被験者が閉塞性／拘束性無呼吸／呼吸低下事象又は中
心性無呼吸／呼吸低下事象を経験しているかの決定を無呼吸／呼吸低下検出モジュール１
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６４により行うことが好ましく、無呼吸／呼吸低下検出モジュール１６４は、Ａ／Ｈ監視
モジュール１６６にその決定信号を付与して無呼吸／呼吸低下コントローラ１６８を作動
させ、前記のように、適切な圧力制御を行うことができる。
【０２１３】
　現在の好適な実施の形態では、無呼吸／呼吸低下期間の間の被験者吸気波形を監視して
、被験者が閉塞性／拘束性無呼吸／呼吸低下事象又は中心性無呼吸／呼吸低下事象を経験
しているか否かを決定する。図２８及び図２９にそれぞれ示す不確定な被験者流量波形６
００と６０２とでは、Ｇ(3)項及びＧ(4)項に説明したように決定する無呼吸／呼吸低下事
象は時点６０４で始まり、時点６０６で終了する。被験者が閉塞性／拘束性無呼吸／呼吸
低下事象又は中心性無呼吸／呼吸低下事象を経験しているか否かを決定する技術を本発明
の例示的実施の形態に適用し、波形６００及び６０２を使用して説明する。これらの波形
は、必ずしも一定の比率でなく、実際の被験者流量を正確に表示していない。図２８と図
２９の点線は、無呼吸／呼吸低下事象が発生する被験者流量谷部を示す。本発明では、被
験者流量の形状を検査して、被験者が閉塞性／拘束性無呼吸／呼吸低下事象又は中心性無
呼吸／呼吸低下事象を経験しているか否かを決定するのがこの谷部、即ち無呼吸／呼吸低
下期間である。
【０２１４】
　詳細には、本発明者は、閉塞性／拘束性無呼吸／呼吸低下事象の間に、被験者の吸気波
形の形状特性は、制限された空気流に関連する同一の形状特性を示す傾向があることを理
解した。即ち、閉塞性／拘束性無呼吸／呼吸低下事象の間に、波形は、平坦度の増加（よ
り平坦になる）、真円度の減少（丸みがより減少する）、歪の増加（歪がより増加する）
（図２２に示すように）又はこれらの特性の何らかの組み合わせを示す。
【０２１５】
　例えば、図２８では、時点６０４と６０４との間の無呼吸／呼吸低下期間に発生する吸
気波形６１０は、平坦度の増加、真円度の欠如、歪の増加又はこれらの特性の組み合わせ
を有する傾向があり、波形６００は、中心性無呼吸／呼吸低下よりむしろ閉塞性／拘束性
無呼吸／呼吸低下を示す。他方、図２９では、時点６０４と６０６との間の無呼吸／呼吸
低下期間の間に発生する吸気波形６１２は、平坦度の非増加、比較的正常な真円度及び歪
の非増加を有する傾向があり、波形６０２は、中心性無呼吸／呼吸低下よりむしろ中心性
無呼吸／呼吸低下を示す。このように、本発明は、無呼吸／呼吸低下検出モジュール１６
４を経て無呼吸／呼吸低下期間の間に発生する波形の平坦度、真円度及び歪を検出して、
被験者が閉塞性／拘束性無呼吸／呼吸低下事象又は中心性無呼吸／呼吸低下事象を経験し
ているか否かを決定することを企図する。現在の好適な実施の形態では、これらの全形状
基準を無呼吸／呼吸低下期間の間に監視する。本発明は、例えば、平坦度等のわずか単一
の基準を監視して、この決定を行うことを企図する。
【０２１６】
　本発明の第２の実施の形態では、無呼吸／呼吸低下の終了直後の期間の被験者吸気流波
形を監視して、被験者が閉塞性／拘束性無呼吸／呼吸低下事象又は中心性無呼吸／呼吸低
下事象を経験しているか否かを決定する。詳細には、本発明者は、被験者が閉塞性／拘束
性無呼吸／呼吸低下又は中心性無呼吸／呼吸低下を患ったか否かに依存して、被験者の吸
気流量が無呼吸／呼吸低下事象の末期に異なることを理解した。詳細には、閉塞性／拘束
性無呼吸／呼吸低下事象の間の被験者吸気流量波形６２０を示す図３０から明らかなよう
に、閉塞性無呼吸／呼吸低下事象の終了時に、図３０の呼吸波形６２２に全体的に示すよ
うに、被験者が比較的大きな喘ぎ呼吸又は一連の喘ぎ呼吸を行う傾向があることを決定し
た。他方、中心性無呼吸／呼吸低下事象の末期に、被験者は大きな呼吸を行う傾向がない
。図２９を参照されたい。
【０２１７】
　このように、本発明は、被験者が無呼吸／呼吸低下の末期に大きな喘ぎ呼吸を行ったか
否かを決定することにより、被験者が閉塞性／拘束性無呼吸／呼吸低下事象又は中心性無
呼吸／呼吸低下事象を経験したかを決定することを企図する。これは、例えば、無呼吸／
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呼吸低下期間の末期直後の周期的呼吸体積及びこの体積を予め決められた閾値体積と比較
することにより達成される。呼吸が閾値レベルを超える周期的体積を有する場合、被験者
は、閉塞性／拘束性無呼吸／呼吸低下を経験したものと判断する。この場合に、Ｇ項で前
記したように被験者に圧力を供給する。
【０２１８】
　本発明は、周期的な体積以外の呼吸特性を監視して、被験者が無呼吸／呼吸低下期間の
末期に大きな喘ぎ呼吸を行っているか否かを決定することを企図する。例えば、閾値に対
する最大流量も測定して、被験者が比較的大きな呼吸を行っているか否かを評価する。こ
の技術を単独で又は組み合わせで使用してこの決定を行うことができる。更に、本発明は
、中心性無呼吸を検出する何れか従来の技術を単独で又は無呼吸／呼吸低下期間の間の心
原性呼吸事象の監視又は気道開放の検査等前記２つの技術との組み合わせを使用すること
も企図する。
【０２１９】
　被験者が閉塞性／拘束性無呼吸／呼吸低下事象又は中心性無呼吸／呼吸低下事象を経験
しているか否かを決定する２つの技術を前記のように説明した。これらの技術を使用して
、単独で又は組み合わせでこの決定を行うことができる。また、本発明は、心原性呼吸事
象の監視又は無呼吸／呼吸低下期間の間に行う気道開通試験等の２つの前記技術と組み合
わせて又は単独で中心性無呼吸を検出する何らかの技術を使用することを企図する。
【０２２０】
　現在の好適な実施の形態では、被験者に供給される圧力がある閾値以上でなければ、Ａ
／Ｈ制御層は、閉塞性／拘束性と中心性無呼吸／呼吸低下事象とを区別しない。無呼吸／
呼吸低下が中心性か又は閉塞性であったかに係わらず、比較的低い圧力で被験者を治療し
ている場合に、この閾値により圧力治療を確実に行うことができる。圧力がこの閾値に満
たない場合、圧力支援装置は、Ｇ項に記載した圧力治療を行う。しかしながら、比較的高
い圧力、即ち圧力閾値より高い圧力で被験者を治療している場合に、前記のように、中心
性無呼吸に対する圧力増加には治療効果がないので、無呼吸／呼吸低下が中心性か閉塞性
か否かを決定することが好ましい。
【０２２１】
　好適な実施の形態では、多くの被験者に適度な圧力支援を行う圧力レベルと臨床データ
の分析から決定した８cmH2Oに圧力閾値を設定するが、被験者が中心性無呼吸／呼吸低下
を経験している場合に過度に高い圧力を供給するには高すぎることはない。この閾値は他
の値を有してもよく、被験者の特性又は被験者の病歴の特性に依存して、調節することが
できる。
【０２２２】
Ｋ．　結論
　本発明は、図２に示す制御装置に付加的な制御層を設けることも企図することを理解で
きよう。図２に示す制御層の１つ又はそれ以上を圧力支援装置の所望操作性能に基づいて
省略することができる。また、本発明は、図２に示す優先順位に限定すべき意図はない。
例えば、大きな漏洩制御層（優先順位第５）と交換することにより、より高い優先順位を
無呼吸／呼吸低下制御層（優先順位第６）に付与することもできる。
【０２２３】
　図２に示す要求プロセッサ１０６は、一般的に複数の制御モジュール間の変化に基づい
て検出モジュール１０２、監視モジュール１０４及び制御モジュール１００をリセットす
る。線１０８より上の機械ベースの制御層により、検出モジュール１０２のみが一般的に
リセットされる。制御層がその圧力治療を完了した後に、監視モジュール１０４は一般的
にリセットされ、圧力支援装置の制御は下位の制御層に戻される。これが行われるので、
複数の監視モジュールは、最後の圧力治療以降被験者の推移を追うことができる。また、
これは、例えば鼾を伴う呼吸低下のように２つの重複する被験者事象が発生する状況で被
験者の過治療を回避することが重要である。鼾コントローラが鼾状態を治療しており、同
時に発生している呼吸低下の治療を間接的に促進している場合に、呼吸低下監視モジュー
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ルはリセットされ、呼吸低下監視モジュールからの付加的継続要求を停止することができ
る。制御モジュール１００は、現在の制御層の優先順位に基づいてリセットされる。現在
のコントローラが圧力支援装置の制御を下位の制御層に戻すとき、全ての下位制御層は、
通常リセットされるので、最後の制御層が停止した場合からそれらの処理が開始する。
　本発明による自動タイトレーション圧力支援装置の実施の形態は、選択可能な圧力レベ
ルで呼吸用気体流を発生する圧力発生装置３２と、圧力発生装置に接続される第１の端部
と、被験者の気道に接続される第２の端部とを有する被験者回路３６と、患者回路又は圧
力発生装置に接続されかつ被験者気道内の気体流量を表示する変数を測定して、気体流量
を表示する流量信号を出力する監視装置４４と、監視装置及び圧力発生装置に接続されか
つ監視装置の出力に基づいて圧力発生装置を制御し、監視装置の出力により動向分析を行
う制御装置５０とを備える。制御装置は、期間中に監視する呼吸変数の複数の値を決定し
、圧力発生装置に呼吸用気体流の圧力レベルを調節させるか否かを決定する場合に、監視
する呼吸変数の複数の値について長期動向分析及び短期動向分析を行う。監視する各呼吸
変数に対して長期動向分析及び短期動向分析の結果を使用して、監視する各呼吸変数に関
連する動向分析票決を決定し、複数の監視する呼吸変数に対する動向分析票決を蓄積して
、最終票決値を決定し、制御装置は、最終票決値に基づいて呼吸用気体流の圧力レベルを
圧力発生装置により調節させる。制御装置は、各呼吸周期の監視する呼吸変数の１つの値
を決定し、監視する呼吸変数の複数の値を平均して、単一評価点値を決定し、制御装置は
、動向分析の実施の複数の単一評価点値を使用する。制御装置は、複数の単一の評価点値
に対する最適合線を決定しかつ最適合線、最適合線の差値又は最適合線と最適号線の差値
の両方の百分率変化を計算する。制御装置は、最適合線に対する動向誤差窓を決定し、動
向誤差窓を少なくとも１つの閾値と比較することにより長期動向分析を行う。更に、制御
装置は、(1)複数の単一評価点値に対する最適合線を決定するのに使用する単一評価点値
の標準偏差上の少なくとも一部に基づいて制御装置により決定する予測間隔に対して新し
く発生した単一評価点値を比較しかつ(2)最適合線を決定するのに使用するデータ開始時
に最適合線上の単一評価点値である動向データ点の開始に新規に発生した単一評価点値を
比較することにより短期動向分析を行う。
　本発明による自動タイトレーション圧力支援装置の別の実施の形態は、選択可能な圧力
レベルで呼吸用気体流を発生する圧力発生装置３２と、圧力発生装置に接続される第１の
端部と、被験者の気道に接続される第２の端部とを有する被験者回路３６と、患者回路又
は圧力発生装置に接続されかつ被験者気道内の気体流量を表示する変数を測定して、気体
流量を表示する流量信号を表す信号を出力する監視装置４４と、監視装置及び圧力発生装
置に接続されかつ監視装置の出力に基づいて圧力発生装置を制御する制御装置５０とを備
え、制御装置は、流量信号から呼吸変数を決定し、また制御装置は、呼吸変数の変異性を
決定して、変異性分析の結果に基づいて圧力発生装置を制御する。呼吸変数の変異性を分
析する過程は、複数の呼吸周期にわたる加重最大流量に対する最適合動向線及び加重最大
流量を計算する過程と、下式：
【数１】

により可変呼吸数(VB#)を計算し、最適合線から複数の呼吸周期にわたり加重最大流量の
標準偏差として標準偏差を計算し、流量信号から決定される実際の被験者流量に基づいて
調節される平均流量を決定する。調節される平均流量と実際の被験者流量との関連性は、
流量信号に基づいて変化する。制御装置は、可変呼吸数を第１の閾値と比較して、第１の
閾値を超える可変呼吸数に対応し：(1)呼吸変数の変異性を検出したとき、呼吸気体流の
圧力が増加も減少もしない場合に、圧力を一定レベルに保持する；(2)呼吸変数の変異性
を検出したとき、呼吸気体流の圧力が増加した場合に、圧力を減少する；(3)呼吸変数の
変異性を検出したとき、呼吸気体流の圧力が減少した場合に、圧力を増加する；ように圧
力発生装置に呼吸流圧力を制御させる。



(38) JP 4403223 B2 2010.1.27

10

20

30

40

50

　更に、本発明による自動タイトレーション圧力支援装置の別の実施の形態は、選択可能
な圧力レベルで呼吸用気体流を発生する圧力発生装置３２と、圧力発生装置に接続される
第１の端部と、被験者の気道に接続される第２の端部とを有する被験者回路３６と、患者
回路又は圧力発生装置に接続されかつ被験者気道での圧力及び被験者気道内の気体流量を
表示する変数を測定して、圧力を表示する圧力信号及び気体流量を表示する流量信号を出
力する監視装置４４と、監視装置及び圧力発生装置に接続されかつ監視装置の出力に基づ
いて圧力発生装置を制御する制御装置５０とを備え、制御装置は、流量信号、圧力信号又
は圧力信号と流量信号との両方に基づいて患者回路から気体漏洩を監視し、気体漏洩速度
が予め決められた閾値を超えたとの決定に応答して、予め決められた期間の間に圧力発生
装置により被験者に供給される圧力を減少し、制御装置は、被験者に治療を行うのに十分
なレベルである減少したレベルで呼吸用気体流を圧力発生装置に連続的に供給させること
により、被験者に連続的に圧力支援治療を行う。
　更に、本発明による自動タイトレーション圧力支援装置の別の実施の形態は、選択可能
な圧力レベルで呼吸用気体流を発生する圧力発生装置３２と、圧力発生装置に接続される
第１の端部と、被験者の気道に接続される第２の端部とを有する被験者回路３６と、患者
回路又は圧力発生装置に接続されかつ被験者の気道内の気体流を表す変数を測定し、変数
を表す流量信号を出力する監視装置４４と、監視装置及び圧力発生装置に接続されかつ監
視装置の出力に基づいて圧力発生装置を制御する制御装置５０とを備え、制御装置は、流
量センサの出力から被験者の吸気波形の歪を決定し、歪の決定により圧力発生装置を制御
する。制御装置は、吸気波形の開始部に相当する第１の領域と、吸気波形の中央部に相当
する第２の領域とに吸気波形を区分化し、第２の領域内の流量を第１の領域内の流量と比
較することにより、吸気波形の歪を決定する。第１の領域内の流量は、第１の領域内の最
高流量の平均に相当し、第２の領域内の流量は、第２の領域内の最高流量の平均に相当す
る。第１の領域は、吸気波形の３分の１の約第１の部分に相当し、第２の領域は、吸気波
形の３分の１の約第２の部分に相当し、第１の領域及び第２の領域での最高流量は、各領
域の最高流量の５%以内の流量として定義される。第２の領域内の最高流量の平均値（Ave
rage of the highest flow rates in the second region）を第１の領域内の最高流量の
平均値（Average of the highest flow rates in the first region）により除した歪数
（Skewness number）を下式：
【数３】

により歪を歪数として計算する。制御装置は、歪数の減少に応答して、呼吸用気体流の圧
力を圧力発生装置により増加させる。
　更に、本発明による自動タイトレーション圧力支援装置の別の実施の形態は、選択可能
な圧力レベルで呼吸用気体流を発生する圧力発生装置３２と、圧力発生装置に接続される
第１の端部と、被験者の気道に接続される第２の端部とを有する被験者回路３６と、患者
回路又は圧力発生装置に接続されかつ被験者気道での気体流を表示する変数を測定して、
気体流を表示する信号を出力する監視装置４４と、監視装置及び圧力発生装置に接続され
かつ監視装置の出力に基づいて圧力発生装置を制御する制御装置５０とを備え、制御装置
は、(1)無呼吸／呼吸低下期間の間の気体流に関連する少なくとも１つの形状変数、及び(
2)無呼吸／呼吸低下期間の末期での呼吸作用の増加を表示する気体流特性の１つ又は２つ
以上を監視することにより、被験者が中心性無呼吸／呼吸低下又は閉塞性／拘束性無呼吸
／呼吸低下を経験しているか否かを決定するようにプログラム制御される。無呼吸／呼吸
低下期間中に制御装置により監視する形状変数は、流量波形の吸気部分の平坦度、流量波
形の吸気部分の真円度、流量波形の吸気部分の歪を含む。制御装置は、平坦度の増加、真
円度の減少及び歪の増加の少なくとも１つを示す流量波形の吸気部分に応答して、閉塞性
／拘束性無呼吸／呼吸低下を被験者が経験していると判断し、別の状況では、制御装置は
、被験者が中心性無呼吸／呼吸低下を経験していると判断し、制御装置は、被験者が中心
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性無呼吸／呼吸低下を経験しているとの決定に応答して、圧力発生装置による圧力増加を
防止する。無呼吸／呼吸低下期間の末期での気体流特性は、体積又は最大流量に関する特
性であり、制御装置は、無呼吸／呼吸低下の末期で予め決められた閾値を超えた体積又は
最大流量に関する特性に対応して、被験者が閉塞性／拘束性無呼吸／呼吸低下を経験する
と判断し、別の状況では、制御装置は、中心性無呼吸／呼吸低下を被験者が経験すると判
断し、制御装置は、被験者が中心性無呼吸／呼吸低下を経験しているとの決定に応答して
、圧力発生装置による圧力増加を防止する。
　更に、本発明による自動タイトレーション圧力支援装置の別の実施の形態は、選択可能
な圧力レベルで呼吸用気体流を発生する圧力発生装置３２と、圧力発生装置に接続される
第１の端部と、被験者の気道に接続される第２の端部とを有する被験者回路３６と、患者
回路又は圧力発生装置に接続されかつ被験者気道での圧力、被験者気道内の気体流量又は
気体圧力と気体流量との両方を表示する変数を測定して、圧力を表示する圧力信号、気体
流量を表示する流量信号又は圧力信号と流量信号との両方を表す信号を出力する監視装置
４４と、監視装置及び圧力発生装置に接続されかつ監視装置の出力に基づいて圧力発生装
置を制御する制御装置５０とを備え、制御装置は、(1)圧力信号又は流量信号に基づいて
被験者が無呼吸／呼吸低下を経験しているか否かを決定する、(2)無呼吸／呼吸低下を検
出した時点の圧力に基づいて圧力治療限度を設定する、(3)圧力治療限度より高い現在の
圧力に応答して被験者に供給する呼吸用気体流の圧力を圧力発生装置により増加させる、
(4)圧力治療限度と同一又はこれより高い現在の圧力に応答して、被験者に供給される呼
吸用気体流の圧力を圧力発生装置により減少させる、ようにプログラム制御される。
【産業上の利用可能性】
【０２２４】
　現在最も実用的であると認められる好適な実施の形態に基づいて実例目的で本発明を詳
細に説明したが、詳細な説明は前記の目的に過ぎず、本発明は、開示した実施の形態に限
定されず、それどころか本発明の精神及び特許請求の範囲に該当する修正及び均等の装置
を含むことを意図するものであることを理解すべきである。
【図面の簡単な説明】
【０２２５】
【図１】本発明の自動タイトレーション法により操作される圧力支援装置の略示図
【図２】本発明の自動タイトレーション法の実施に使用する制御装置の略示図
【図３】本発明の自動タイトレーション法の種々の制御特性を始動すべきか否かを決定す
る基準を示す圧力流量図
【図４Ａ】本発明により使用される実際の最大流量と加重最大流量QWpeakとの差を示す例
示波形グラフ
【図４Ｂ】本発明により使用される実際の最大流量と加重最大流量QWpeakとの差を示す例
示波形グラフ
【図４Ｃ】本発明により使用される実際の最大流量と加重最大流量QWpeakとの差を示す例
示波形グラフ
【図５】自動タイトレーション機能の実施に使用する種々の変数を本発明によりどのよう
に計算するかを説明する例示的な吸気波形を示すグラフ
【図６】移動する窓期間中に蓄積される呼吸の加重最大流量を例示するヒストグラム
【図７Ａ】本発明の原理による呼吸低下検出過程を示すフローチャート
【図７Ｂ】本発明の原理による呼吸低下検出過程を示すフローチャート
【図７Ｃ】本発明の原理による呼吸低下検出過程を示すフローチャート
【図７Ｄ】本発明の原理による呼吸低下検出過程を示すフローチャート
【図７Ｅ】本発明の原理による呼吸低下検出過程を示すフローチャート
【図８】本発明の無呼吸検出法に使用する間隙充填過程を説明するのに使用する被験者流
量波形を例示するグラフ
【図９】圧力支援装置の無呼吸／呼吸低下治療手順の操作を例示する被験者圧力グラフ
【図１０Ａ】加重最大流量の分散例を示すグラフ
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【図１０Ｂ】加重最大流量の分散例を示すグラフ
【図１１】本発明の可変呼吸検出過程により平均流量を図表化し又は正常化する過程を示
すグラフ
【図１２】被験者が可変呼吸を経験していることを表すヒステリシス閾値基準を示すグラ
フ
【図１３】本発明の可変呼吸制御モジュールの圧力制御作用を示すグラフ
【図１４Ａ】本発明の真円度及び平坦度循環を説明するのに使用する例示的被験者吸気波
形を示すグラフ
【図１４Ｂ】本発明の真円度及び平坦度循環を説明するのに使用する例示的被験者吸気波
形を示すグラフ
【図１４Ｃ】本発明の真円度及び平坦度循環を説明するのに使用する例示的被験者吸気波
形を示すグラフ
【図１５】真円度及び平坦度循環を説明するのに使用する例示的被験者吸気波形及び正弦
波テンプレートを示すグラフ
【図１６Ａ】異なる正弦波テンプレートの極端な例を示すグラフ
【図１６Ｂ】異なる正弦波テンプレートの極端な例を示すグラフ
【図１７】複数の正弦波テンプレートの比を調整するのに使用する規格化曲線を示すグラ
フ
【図１８Ａ】本発明の真円度及び平坦度循環過程によりテンプレートの増幅度をどのよう
に修正するかを示す正弦波テンプレートを表すグラフ
【図１８Ｂ】本発明の真円度及び平坦度循環過程によりテンプレートの増幅度をどのよう
に修正するかを示す正弦波テンプレートを表すグラフ
【図１９Ａ】真円度及び平坦度循環を説明するのに使用する例示的被験者吸気波形及び対
応する正弦波テンプレートを示すグラフ
【図１９Ｂ】真円度及び平坦度循環を説明するのに使用する例示的被験者吸気波形及び対
応する正弦波テンプレートを示すグラフ
【図２０】本発明の原理による平坦度の計算法を示す被験者吸気波形を表すグラフ
【図２１】本発明の原理による真円度の計算法を示す被験者吸気波形を表すグラフ
【図２２】本発明の原理による歪の計算法を示す被験者吸気波形を表すグラフ
【図２３】本発明の原理による動向分析目的に対する吸気変数データの蓄積法を示すグラ
フ
【図２４】本発明の動向分析法を示すグラフ
【図２５】本発明による長期間動向分析中に実施される票決過程を示すグラフ
【図２６】圧力増加操作中に圧力支援装置から出力される例示的圧力曲線を示すグラフ
【図２７Ａ】本発明の圧力支援装置から出力される他の例示的圧力曲線を示すグラフ
【図２７Ｂ】本発明の圧力支援装置から出力される他の例示的圧力曲線を示すグラフ
【図２８】閉塞性／拘束性無呼吸／呼吸低下発生中の例示的被験者流量波形を示すグラフ
【図２９】中心性無呼吸／呼吸低下発生中の被験者流量波形を示すグラフ
【図３０】閉塞性／拘束性無呼吸／呼吸低下発生中の他の例示的被験者流量波形を示すグ
ラフ
【符号の説明】
【０２２６】
　(32)・・圧力発生装置、　(36)・・被験者回路、　(44)・・監視装置、　(50)・・制御
装置、　(52)・・手動入力装置、　(100)・・制御モジュール、　(102)・・検出モジュー
ル、　(104)・・監視モジュール(104)、
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